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第１章 業務の概要 

 

1.1 調査業務の目的 

本業務は、平成 29 年度における産業廃棄物の発生量、有価物量、再生利用量、最終処分量等の

産業廃棄物の排出状況等の把握をするための実態調査を実施するとともに、産業廃棄物処理業者及

び排出事業者から提出される産業廃棄物処理実績報告書等の入力及び集計並びに県内全体の産業

廃棄物の排出量や処理量等の解析及び推計を行い、県内における産業廃棄物の処理量等の統計資料

を得ることにより、2021 年度を始期とする第三次岩手県循環型社会形成推進計画（第五次岩手県

廃棄物処理計画）策定のための基礎資料とすることを目的に実施した。 

 

1.2 調査の内容 

(1)産業廃棄物実態調査の実施 

1)調査対象者名簿の作成 

県内の発生業種の特性等をもとに、以下のとおり調査対象者を標本抽出方法により抽出のうえ、

調査対象事業者を選定した。各広域振興圏の産業構造、産業規模等に応じて、事業者数に偏りが

ないように留意した。調査対象事業者数は、概ね 3 千社とした。 

 

表 1.1 調査対象者の抽出方法等 

業種（大分類） 標本抽出方法等 

鉱業、砕石業、砂利採取業 平成 28 年度経済センサスにより鉱業、砕石業、砂利採取業

の従業者数 5 人以上の事業所を全数抽出。 

建設業 平成 28 年度経済センサスをもとに以下のとおり抽出。 

・資本金 3 千万円以上：全数抽出 

・資本金 1 千万円から 3 千万円未満：30％無作為抽出 

なお、岩手県外に本社を有する大手企業は全数抽出。 

製造業 平成 28 年度経済センサスにより以下のとおり抽出。 

・従業者数 30 人以上：全数抽出 

・従業者数 5～30 人未満：30％以上無作為抽出 

電気・ガス・熱供給・水道業 平成 28 年度経済センサス及び県各部局の名簿をもとに、浄

水場、下水処理場等を全数抽出。 

学術研究、専門・技術サービス業 平成 28 年度経済センサスにより以下のとおり抽出。 

・従業者数 5 人以上：全数抽出 

情報通信業 

運輸業、郵便業 

卸売業、小売業 

医療、福祉 

サービス業 

平成 28 年度経済センサスにより抽出。 

・従業者数 30 人以上：全数抽出 

・従業者数 5～30 人未満：20％程度無作為抽出 

・病院：全数抽出（病院名簿） 

・中間処理業者及び最終処分業者：全数抽出 

 （岩手県及び盛岡市の産業廃棄物処理業者名簿） 
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2)調査票の作成及び調査対象者への送付 

調査票の設計及び印刷を行い、調査対象者へ郵送した。アンケート調査票の項目は、産業廃棄

物等の発生及び処理状況、産業廃棄物への取り組み等とした。調査項目の詳細は、報告書資料編

の調査票のとおりである。 

3)調査票の入力、集計及び解析 

産業廃棄物の発生状況を把握するとともに、今後の産業廃棄物の発生予測を推計した。 

解析及び発生予測の推計に当たっては、平成 26 年度から平成 29 年度までの産業廃棄物実績報

告書入力集計等業務の実績等を考慮し、産業廃棄物処理実績報告書等及び多量・準多量排出事業 

者処理計画実施状況報告書の集計結果との整合性等を考慮した。 

4)岩手県産業廃棄物排出・処理管理システムへの入力等 

産業廃棄物実態調査のデータを岩手県産業廃棄物排出・処理管理システムに入力し、産業廃棄

物処理業者の実績と比較し、修正等を行った。 

 

(2)産業廃棄物処理実績報告書等及び多量・準多量排出事業者処理計画実施状況報告書の入力 

 1)産業廃棄物処理実績報告書等の入力 

産業廃棄物実態調査等システムに、次の産業廃棄物処理実績報告書等に記載の各項目を入力し、

電子データ化した。 

  ・産業廃棄物処理実績報告書（様式第 23 号） 

  ・特別管理産業廃棄物処理実績報告書（様式 24 号） 

  ・産業廃棄物・特別管理産業廃棄物の運搬実績報告書（様式 25 号） 

  ・産業廃棄物・特別管理産業廃棄物の処分実績報告書（様式 26 号） 

 2)多量排出事業者処理計画実施状況報告書の入力 

産業廃棄物実態調査等システムに、（特別管理）産業廃棄物処理計画実施状況報告書（様式第 2

号の 9、様式第 2 号の 14）に記載の各項目を入力し、電子データ化した。 

 3)準多量排出事業者処理計画実施状況報告書の入力 

産業廃棄物実態調査等システムに、（特別管理）産業廃棄物処理計画実施状況報告書（様式第 2

号）に記載の各項目を入力し、電子データ化した。 

4)多量・準多量排出事業所処理計画書の入力 

産業廃棄物実態調査等システムとは別に、（特別管理）産業廃棄物処理計画書（様式第 2 号の 8、

様式第 2 号の 13、様式第 1 号）に記載の各項目を入力し、電子データ化した。 

 

(3)県内の産業廃棄物発生量等の解析及び推計値の算出 

1)上記(1)及び(2)の結果に基づき、産業廃棄物実態調査データ等の実態分析を行った。 

2)上記 1)及び多量・準多量排出事業者の産業廃棄物処理計画実施報告を用いて産業廃棄物の発生

量、排出量及び処理量等の推計並びに将来予測（2019 年から 2028 年まで）を行った。 

3) 2)の推計値を解析し、産業廃棄物処理実績報告等のデータを用いて処理量等の補正を行った。 

4)統計資料を平成 25 年 10 月改訂の日本標準産業分類に沿って作成した。 

5)県外からの産業廃棄物の搬入量について解析し、県が提供する県外産業廃棄物搬入協議実績デ
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ータとの照合を行い、分析を行った。 

 

(4)環境省が実施する調査に係る各種調査票の作成 

環境省が実施する産業廃棄物の広域移動量調査、産業廃棄物行政組織等調査、産業廃棄物排出・

処理状況調査に係る調査票を作成した。 

 

(5)「岩手県産業廃棄物排出・処理管理システム」の作成 

各種の分析等がシステム上で行えるよう分析ツール（岩手県産業廃棄物排出・処理管理システム）

の作成を行った。 
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1.3 各種報告書のデータ整備及び産業廃棄物の排出・処理状況の整理 

 

(1)産業廃棄物実態調査票の回収・集計 

回収された調査票はデータ入力後、業種と発生廃棄物の種類、量の大小、種類と中間処理方法等

の論理チェックを行い、多量排出事業者の実施状況報告書や産業廃棄物処理業者の実績報告書と比

較してデータ整備を行った。 

発送数 3,034 事業所の内、回収数は 2,176 事業所であり、回収率は 72%であった。 

 

表 1.2 調査票の回収状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)産業廃棄物処理業者の報告書の整備 

1)物流情報の整理 

平成 29 年度実績として産業廃棄物処理業者の実績報告書の情報は、廃棄物の種類、量、委託者

（排出事業者）及び所在地、処分業者名及び処分方法、処分先所在地等の整備を行い、更に、排

出事業者及び所在地と処分業者及び所在地の関係から、表 1.3 に示す物流コードに基づき整理し

た。 

 なお、委託者の排出事業者と業者（中間処理残さ物を委託）の識別は、「委託者の名称と所在地」

と「県内の中間処理業者と処理施設所在地」のマッチングを行った。 

発送数 回収数 回収率
有効

回答数

3,034 2,176 72% 2,065

鉱業、砕石業、砂利採取業 48 34 71% 31

建設業 591 456 77% 433

製造業 1,249 859 69% 807

電気・ガス・熱供給・水道業 66 64 97% 62

情報通信業 26 12 46% 11

運輸業 305 207 68% 192

卸売・小売業 214 136 64% 132

学術研究，専門・技術サービス業 47 31 66% 25

生活関連サービス業，娯楽業 38 20 53% 20

医療，福祉 190 161 85% 157

サービス業 258 194 75% 193

自動車整備業、と畜場 63 40 63% 39

産業廃棄物処理業 195 154 79% 154

その他 2 2 100% 2

業種

合計
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表 1.3 物流フローの整理内容 

情報ソース 流 れ 処分 

区分 

物流コード(委託者) 備考 

事業者 業 者 自社  

処分業の報

告 

県内→県内 中間 A ア サ  

 

 

県内→県内 最終 B イ シ 

県外→県内 中間 C ウ  

県外→県内 最終 D エ  

収集運搬業

の報告 

県内→県外 中間 E カ ソ  

県内→県外 最終 F キ タ 

県内→県内 中間 Q R   

県内→県内 最終 S T   

県外→県内 中間 U V   

県外→県内 最終 W X   

 

2)排出事業者の産業分類（業種）の整備 

1)の物流情報で整理した事業者（産業廃棄物排出事業者）及び自社分については、既存の各種事

業所名簿等を用いて、業種コードを整理した。 

 

(3)事業者の報告書の整備 

平成 29 年度の実績として、多量排出事業者及び準多量排出事業者からの実績報告の情報は、事

業者の業種、廃棄物の種類、量等の整備を行った。 

また、紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残さ及び動物のふん尿については、廃棄物処理法で、

産業廃棄物となる業種が指定されている。このため、指定された業種以外の事業所から発生した紙

くず、木くず、繊維くず、動植物性残さ及び動物のふん尿については、事業系一般廃棄物として除

外した。 

 

(4)産業廃棄物の排出・処理量の推計 

産業廃棄物の発生及び処理は、排出事業者から発生し、自社処理と委託処理で構成される。 

①委託処理 

産業廃棄物処理業者の受託処理実績から把握した。 

②自社処理 

自社で完結（委託に回らない）する処理は、売却又は自社利用、自社での脱水、焼却処理等に

よる減量、自社埋立である。これらの処理を有する事業者の廃棄物量は、産業廃棄物実態調査

票のデータで把握をした。なお、産業廃棄物実態調査票で把握できなかった量を多量排出事業

者及び準多量排出事業者からの報告データで捕捉した。 
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図 1.1 産業廃棄物の排出・処理量の推計方法の概略 

 

 

1)産業廃棄物処理業者からの処分及び収集運搬実績 

排出事業者より排出された産業廃棄物のうち、県内又は県外の中間処理又は最終処分業者で処理

された産業廃棄物について、委託者（排出事業者）を整理し、処理フローを把握した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2 処分実績及び収集運搬実績データからの処理フロー作成概念図 

 

2)排出事業者からの排出及び処理実績 

排出事業者より排出された産業廃棄物のうち、有償物量や排出事業者内で処理が完結している自

己減量化量（脱水、焼却等による）、自己再生利用量、自己埋立処分量について、処理フローを把

握した。 

 

 

 

①産業廃棄物処理業者からの処分及び収集運搬実績 

②産業廃棄物実態調査で把握した排出及び処理実績（自社完結分） 

（多量・準多量排出事業者からの実績で捕捉） 

県内の産業廃棄物の排出及び処理量 

(委託者)
県内排出事業者

(委託者)
県外排出

(受託者)
県内中間処理

(受託者)
県内最終処分

(受託者)
県外中間処理

(受託者)
県外最終処分

県内中間処理及び最終処分業者報告データ 収集運搬業者報告データ

①

②

③

④

⑤

⑥
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3)産業廃棄物の排出・処理量の推計 

平成 29 年度における産業廃棄物処分業者実績データ及び排出事業者アンケート調査データ（産

業廃棄物実態調査データ）を整理すると、図 1.3 に示す推計量となる。 

産業廃棄物処分業者データに基づく県内排出事業者の排出量は 1,609 千トン、排出事業者アンケ

ート調査に基づく自己完結（委託に回らない）量は 1,079 千トンで、両者の合計量は、2,688 千ト

ンとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A)～(F)は、28 ページの表 3.2 に対応。   (D)～(G2)は、29 ページの表 4.1 に対応。 

 

 

 

 

 

図 1.3 産業廃棄物の排出・処理量の推計 

 

 

※排出事業者内自己完結量は、従来は多量排出事業者実績データを用いていたが、平成 29 年度実

績調査においては、多量排出事業者を含め約 2 千件の事業者からアンケート調査の回答を得たこ

とから、アンケート調査のデータを活用した。多量排出事業者の実績は、アンケート調査データ

の補完に利用した。 

※発生量（産業廃棄物の排出量＋有償物量）は、排出事業者アンケート調査より捕捉した有償物量

137 千トンを排出量 2,688 千トンに加えて 2,825 千トンとした。 

 

 

 

産業廃棄物処理業者データ 

県内排出事業者からの受託量 

【1,609 千トン】 

 

(A)県内中間処理  1,453 

(B)県内最終処分     53 

(E)県外中間処理    101 

(F)県外最終処分      1 

 

排出事業者アンケート調査データ 

排出事業者内自己完結量 

【1,079 千トン】 

 

(E1)自己中間処理後自己再生利用量 153 

(E1)自己中間処理後自己最終処分量   0 

(G1)自己未処理自己再生利用量   56 

(G2)自己未処理自己最終処分量    1 

((D)-(E))自己減量化量   869 

 

 

排出量 

【2,688 千トン】 
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1.4 調査に関する基本的事項 

(1)調査対象年度 

平成 29 年度（平成 29 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日） 

 

(2)調査対象廃棄物 

調査対象廃棄物は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄

物処理法」という。）」及び同法施行令に定める以下の産業廃棄物とした。 

 

調査対象廃棄物  （ ）内は、細区分。 

①燃え殻 

②汚泥（有機性汚泥、無機性汚泥） 

③廃油 

④廃酸 

⑤廃アルカリ 

⑥廃プラスチック類 

⑦紙くず 

⑧木くず 

⑨繊維くず 

⑩動植物性残さ  

⑪動物系固形不要物 

⑫ゴムくず 

⑬金属くず 

 

⑭ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず 

［注、本報告書における図表では「ガラス陶磁器くず」と

略した］ 

⑮鉱さい 

⑯がれき類 

⑰ばいじん 

⑱動物のふん尿 

⑲動物の死体 

⑳産業廃棄物を処分するために処理したもの 

［注、本報告書における図表では「コンクリート固化物」

と略した］ 

 

 

特別管理産業廃棄物については、以下に示す区分とした。 

 

特別管理産業廃棄物 

①廃油（揮発油類、灯油類、軽油類） 

②廃酸（pHが2.0以下の廃酸） 

③廃アルカリ（pHが12.5以上の廃アルカリ） 

④感染性廃棄物 

⑤廃石綿等 

⑥特定有害廃棄物（廃石綿等を除く） 
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また、本調査においては、廃棄物の取り扱いを下記のとおりとした。 

1)廃棄物処理法上、廃棄物とされない有償物で、今後の社会情勢の変化によっては産業廃棄物

に該当する可能性のあるもの（具体的には、金属スクラップなど）は、今回の調査対象に含

めた。 

2)紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残さ及び動物のふん尿については、「廃棄物処理法」

で、産業廃棄物となる業種が指定されている。このため、指定された業種以外の事業所から

発生した紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残さ及び動物のふん尿については、事業系一

般廃棄物とし、産業廃棄物から除外した。 

3)酸性又はアルカリ性を呈する排水であって、これを公共用水域へ放流することを目的として

事業所で中和処理を行っている場合には、中和処理後に生じた汚泥（沈でん物）を発生量と

した。 

4)廃棄物を自己焼却処理した後に燃え殻が発生する場合は、焼却処理前の廃棄物を発生量とし

た。 
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(3)業種区分 

調査対象業種は、日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改訂、総務省）に記載されている区分を基

本にして、表 1.4 に示す業種とした。なお、本報告書では、業種の名称を一部省略して用いた。 
 

表 1.4 調査対象業種 
日本標準産業分類 略称 

農業，林業 

農業 

林業 

農業，林業 

農業 

林業 

漁業 漁業 

鉱業，採石業，砂利採取業 鉱業 

建設業 建設業 

製造業 

食料品製造業 

飲料・たばこ・飼料製造業 

繊維工業 

木材・木製品製造業（家具を除く） 

家具・装備品製造業 

パルプ・紙・紙加工品製造業 

印刷・同関連業 

化学工業 

石油製品・石炭製品製造業 

プラスチック製品製造業 

ゴム製品製造業 

なめし革・同製品・毛皮製造業 

窯業・土石製品製造業 

鉄鋼業 

非鉄金属製造業 

金属製品製造業 

はん用機械器具製造業 

生産用機械器具製造業 

業務用機械器具製造業 

電子部品・デバイス・電子回路製造業  

電気機械器具製造業 

情報通信機械器具製造業 

輸送用機械器具製造業 

その他の製造業 

製造業 

食料品 

飲料・飼料 

繊維 

木材 

家具 

パルプ・紙 

印刷 

化学 

石油・石炭 

プラスチック 

ゴム 

皮革 

窯業・土石 

鉄鋼 

非鉄金属 

金属 

はん用機器 

生産用機器 

業務用機器 

電子部品 

電気機器 

情報通信機器 

輸送用機器 

その他製造業 

電気・ガス・熱供給・水道業 

電気業 

ガス業 

熱供給業 

上水道業 

工業用水道業 

下水道業 

電気・ガス・水道業 

電気業 

ガス業 

熱供給業 

上水道業 

工業用水道業 

下水道業 

情報通信業 情報通信業 

運輸業，郵便業 運輸業，郵便業 

卸売業，小売業 卸売業，小売業 

金融業，保険業 金融業，保険業 

不動産業，物品賃貸業 不動産業，賃貸業 

学術研究，専門・技術サービス業 専門サービス業 

宿泊業，飲食業 宿泊業，飲食業 

生活関連サービス業，娯楽業 生活サービス業 

教育，学習支援業 教育，学習支援業 

医療，福祉 医療，福祉 

複合サービス業 複合サービス業 

サービス業（他に分類されないもの） サービス業 

公務 公務 

その他 その他 
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(4)発生量及び処理状況の流れ図 

調査の集計結果は、図 1.4 に示す発生量及び処理状況の流れ図に示した項目により、とりまとめ

た。なお、図 1.4 に示した各項目の用語の定義は、表 1.5 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■：排出事業者アンケート調査データ（産業廃棄物実態調査データ）等から把握した量 

●：産業廃棄物処理業者からデータを把握した量 

★：■と●のデータから把握した量 

 

図 1.4 発生量及び処理状況の流れ図 

 (A)         (B) ■      (S) ★

(E1)　　■  (R)

　　　(G1) 　　■

(C)           (D) 　　■      (E) 　■           (I) 　　■

     (F) 　■   　 (H)        (J) 　　■

   

        (G) ★
            

       (K) 　　●

Ｇ２：自己未処理自己最終処分量

Ｇ３：自己未処理委託処理量

Ｇ５：自己未処理その他量

        (L) ●      (M) 　●       (M1) 　●

   (N) 　　　 (M2) ●

(T)         (O) ●         (P) 　●      (Q) ★
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理後最終処
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自己最終
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委託処理

量

自己未処理

量

減量化量
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理量

委託中間処

理後量

委託最終処

分量

自己未処理自己再
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★

★

★

★

★

■
■
●
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表 1.5 発生量及び処理状況の流れ図の項目に関する用語の定義 

記号 項  目 定        義 

(A) 発生量 事業場内等で生じた産業廃棄物量及び有償物量 

(B) 有償物量 
(A)発生量のうち、中間処理されることなく、他者に有償で売却した量（他者に

有償売却できるものを自己利用した場合を含む） 

(C) 排出量 (A)発生量のうち、(B)有償物量を除いた量 

(D) 自己中間処理量 (C)排出量のうち、自ら中間処理した廃棄物量で処理前の量 

(G) 自己未処理量 (C)排出量のうち、自己中間処理されなかった量 

(E) 自己中間処理後量 (D)で中間処理された後の廃棄物量 

(F) 自己減量化量 (D)自己中間処理量から(E)自己中間処理後量を差し引いた量 

(G1) 
自己未処理自己 

再生利用量 
(G)自己未処理量のうち、他者に有償売却できないものを自ら利用した量 

(G2) 
自己未処理自己最終

処分量 
(I)自己最終処分量のうち、自己未処理で自己最終処分された量 

(G3) 
自己未処理委託処理

量 
(K)委託処理量のうち、自己未処理で委託処理された量 

(G5) 自己未処理その他量 (J)その他量のうち、自己未処理でその他となった量 

(E1) 
自己中間処理後 

再生利用量 
(E)自己中間処理後量のうち、自ら利用し又は他者に有償で売却した量 

(H) 搬出量 (I)自己最終処分、(J)その他、(K)委託処理量の合計 

(I) 自己最終処分量 自己の埋立地に処分した量 

(J) その他量 保管されている量、又は、それ以外の量 

(K) 委託処理量 中間処理及び最終処分を委託した量 

(L) 委託中間処理量 (K)委託処理量のうち、処理業者等で中間処理された量 

(O) 
委託直接最終 

処分量 
(K)委託処理量のうち、処理業者等で中間処理されることなく最終処分された量 

(M) 委託中間処理後量 (L)で中間処理された後の廃棄物量 

(N) 委託減量化量 (L)委託中間処理量から(M)委託中間処理後量を差し引いた量 

(M1) 
委託中間処理後 

再生利用量 
(M)委託中間処理後量のうち、処理業者等で自ら利用し又は他者に有償で売却し

た量 

(M2) 
委託中間処理後 

最終処分量 
(M)委託中間処理後量のうち、最終処分された量 

(P) 委託最終処分量 処理業者等で最終処分された量 

(Q) 最終処分量 排出事業者と処理業者等の最終処分量の合計 

(R) 再生利用量 排出事業者又は、処理業者等で再生利用された量 

(S) 資源化量 (B)有償物量と(R)再生利用量の合計 

(T) 減量化量 排出事業者又は、処理業者等の中間処理により減量された量 
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(5)調査対象区域 

調査対象区域は岩手県全域とし、保健所の管轄地域等により、以下に示す 9 区分とした。 

 

表 1.6 地域区分 

 

地域名 広域地域 構成市町村 

 

盛岡地域 

 

盛岡広域 
盛岡市、八幡平市、岩手町、葛巻町、雫石町、紫波町、 

矢巾町、滝沢市 

岩手中部地域  

県南広域 

北上市、花巻市、遠野市、西和賀町 

胆江地域 奥州市、金ヶ崎町 

両磐地域 一関市、平泉町 

気仙地域  

沿岸広域 

大船渡市、陸前高田市、住田町 

釜石地域 釜石市、大槌町 

宮古地域 宮古市、岩泉町、山田町、田野畑村 

久慈地域  

県北広域 
久慈市、洋野町、野田村、普代村 

二戸地域 二戸市、一戸町、軽米町、九戸村 

 

 

(6)単位と数値に関する処理 

1)本報告書の調査結果表においては、すべて 1 年間の量であることを明らかにするため、図表の

単位は「千ｔ/年」で表示しているが、文章中においては、原則として「千トン」で記述してい

る。 

2)本報告書に記載されている千トン表示及び構成比（％）の数値は、四捨五入しているために、

総数と個々の合計とは一致しないものがある。 

3)本報告書中の表中の空欄は、推計上の該当値がないもの、「0」表示は、500ｔ/年未満であるこ

とを示している。 
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第 2 章 調査結果の概要 

 

2.1 平成 29 年度の産業廃棄物の排出量 

平成 29年度の 1年間に岩手県内で排出された産業廃棄物の排出量は 2,688千トンとなっており、

種類別にみると、がれき類が 1,074 千トン(40%)で最も多く、次いで、汚泥が 1,059 千トン(39%)

となっており、この 2 種類で全体の 79%を占めている。(図 2.1) 

業種別にみると、建設業が 1,355 千トン（50％）で最も多く、以下、電気・水道業が 685 千トン

(26%)、製造業が 551 千トン(21%)となっており、この 3 業種で全体の 97%を占めている。(図 2.2) 

排出量を種類別、業種別にみると表 2.1 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

 

図 2.1 産業廃棄物の種類別の排出量     図 2.2 産業廃棄物の業種別の排出量 
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表 2.1 産業廃棄物の種類別、業種別の排出量（平成 29 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

 

〔参考〕 産業廃棄物の種類別、業種別の排出量（平成 28年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

  

(単位：千t/年）

　　　　　　　　業種

種類

鉱業 建設業 製造業
電気・水道

業
情報通
信業

運輸業
卸・小
売業

飲食
店、宿
泊業

医療、
福祉

教育、
学習支
援業

複合
サービ
ス業

サービ
ス業

その他
の業種

合計 2,688 5 1,355 551 685 0 2 8 1 7 1 1 64 8

(100%) (0%) (50%) (21%) (26%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (2%) (0%)

燃え殻 16 (1%) 3 10 0 0 0 0 2 0

汚泥 1,059 (39%) 5 122 227 679 0 1 1 0 1 0 1 19 3

廃油 13 (0%) 0 1 7 0 0 0 3 0 0 0 3 0

廃酸 7 (0%) 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 10 (0%) 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

廃プラスチック類 60 (2%) 0 19 13 0 0 1 2 0 2 0 0 22 2

紙くず 4 (0%) 3 1 0

木くず 129 (5%) 101 28

繊維くず 1 (0%) 1

動植物性残さ 17 (1%) 17

動物系固形不要物

ゴムくず 0 (0%) 0

金属くず 9 (0%) 0 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

ガラス陶磁器くず 122 (5%) 29 76 4 0 0 3 0 0 0 8 1

鉱さい 25 (1%) 1 23 1

がれき類 1,074 (40%) 1,069 4

ばいじん 128 (5%) 0 126 1 1

動物の死体 3 (0%) 1 0 0 2

その他 11 (0%) 2 1 0 0 0 0 0 4 0 3 0

合計

(単位：千t/年）

　　　　　　　　業種

種類

鉱業 建設業 製造業
電気・水道

業
情報通
信業

運輸業
卸・小
売業

飲食
店、宿
泊業

医療、
福祉

教育、
学習支
援業

複合
サービ
ス業

サービ
ス業

その他
の業種

合計 2,749 4 1,377 586 686 0 3 5 1 10 1 0 62 14

(100%) (0%) (50%) (21%) (25%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (2%) (1%)

燃え殻 23 (1%) 10 11 0 0 0 0 0 1 0

汚泥 1,011 (37%) 4 51 252 677 0 0 1 0 1 0 0 23 2

廃油 11 (0%) 0 0 7 0 0 0 0 0 0 0 3 0

廃酸 7 (0%) 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 9 (0%) 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

廃プラスチック類 59 (2%) 0 19 13 0 0 1 2 0 3 0 0 19 2

紙くず 4 (0%) 2 1 0

木くず 126 (5%) 111 15

繊維くず 1 (0%) 1 0

動植物性残さ 17 (1%) 17

動物系固形不要物

ゴムくず 0 (0%) 0 0 0

金属くず 9 (0%) 0 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

ガラス陶磁器くず 127 (5%) 0 30 74 7 0 2 2 0 2 0 0 7 2

鉱さい 41 (1%) 0 40 0 1

がれき類 1,173 (43%) 0 1,146 27

ばいじん 116 (4%) 0 114 1 1

動物の死体 6 (0%) 6

その他 10 (0%) 2 1 0 0 0 0 0 4 0 2 1

合計
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※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

図 2.3 排出量（種類別）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

図 2.4 排出量（業種別）の推移 
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※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

図 2.5 建設業の排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

図 2.6 製造業の排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

図 2.7 電気・水道業の排出量の推移 
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排出量を地域別にみると、盛岡地域が 748 千トン（28％）で最も多く、次いで、岩手中部地域が

547 千トン（20％）、気仙地域が 274 千トン（10％）、両磐地域が 251 千トン（9％）、釜石地域が

229 千トン（9％）、宮古地域が 226 千トン（8％）、胆江地域が 192 千トン（7％）、二戸地域が 121

千トン（4％）、久慈地域が 100 千トン（4％）となっている。(表 2.2、図 2.8) 

 なお、4 地域区分（広域）でみると表 2.3 のとおりである。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.8 地域別の排出量 

 

表 2.2 産業廃棄物の地域別の排出量（平成 29年度） 

 

 

 

 

 

 

※表中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

 

表 2.3 産業廃棄物の広域別の排出量（平成 29年度） 

 

 

 

 

 

 
 

※表中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

 

（単位：千ｔ/年）

盛岡 岩手中部 胆江 両磐 気仙 釜石 宮古 久慈 二戸 合計

建設業 373 180 101 107 187 132 176 47 52 1,355

製造業 68 223 26 79 32 69 12 26 17 551

電気・水道業 281 128 54 53 47 21 33 22 46 685

その他の業種 26 15 11 13 8 8 5 4 6 96

748 547 192 251 274 229 226 100 121 2,688

(28%) (20%) (7%) (9%) (10%) (9%) (8%) (4%) (4%) (100%)
合計

（単位：千ｔ/年）

盛岡広域 県南広域 沿岸広域 県北広域 合計

建設業 373 388 495 99 1,355

製造業 68 328 112 43 551

電気・水道業 281 235 101 68 685

その他の業種 26 39 20 10 96

748 990 729 221 2,688

(28%) (37%) (27%) (8%) (100%)
合計

盛岡

748 
28%

岩手

中部
547

20%

気仙

274 
10%

両磐

251 
9%

釜石

229 
9%

宮古

226 
8%

胆江

192 
7%

二戸

121 
4%

久慈

100 
4%

平成29年度
排出量

2,688
千ｔ/年
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2.2 平成 29 年度の産業廃棄物の処理状況 

平成 29 年度における産業廃棄物の処理状況をみると、排出量 2,688 千トンのうち、96％に当た

る 2,577 千トンが中間処理量となっている。この中間処理により 972 千トン（36％）が減量されて

いる。 

再生利用量は、排出量の 61％に当たる 1,638 千トン、最終処分量は 79 千トンで、排出量の 3％

となっている。(図 2.9) 

種類別の処理状況は、図 2.11 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

図 2.9 平成 29年度の産業廃棄物の処理状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

図 2.10 処理量の推移 
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※種類は、中間処理による変化する前の種類で集計したもの。 

※図中の構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

図 2.11 平成 29 年度の産業廃棄物の種類別の処理状況 
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平成 29 年度における産業廃棄物の処理状況を詳細にみると、図 2.12 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

図 2.12 平成 29 年度の産業廃棄物の排出・処理状況 

 

(A) (B) (S)

(単位：千t/年）
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2.3 岩手県産業廃棄物排出・処理管理システムの作成結果 

 

 平成 29 年度実績として産業廃棄物処理業者及び排出事業者から提出された産業廃棄物の排出・

処理状況に関する報告書のデータ等を基に、「岩手県産業廃棄物排出・処理管理システム」に情報

登録し、岩手県をとりまく産業廃棄物の物流を整理した結果は、図 2.13、図 2.14 のとおりである。 
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図 2.13 「岩手県産業廃棄物排出・処理管理システム」（メインフロー）＜事業系一般廃棄物を含む登録されたすべての廃棄物情報＞ 

年次 : 2017 【岩手県】

（Q2)

【県外】 【県外】

【岩手県】 (E)
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(Q1) (B)
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中国：
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最終処分業最終処分業

74 53 3

北陸：

九州：9

69
10 その他：

68 3

東海：

近畿： 0

0
0

最終処分量計

四国： 0
最終処分量

75 0
0

0

0

0

15 2 東北： 3

北海道：

関東：

保管量

0

6

最終処分量

5112

九州：

106

資源化量 減量化量

処理業残さ処分量 29

28

296 2,123

資源化量

四国： 0

その他：140
146

1,601

94 1,451 64

その他： 0

0

関東： 61 46 近畿： 0

東北：

東海： 14
九州： 0

北陸： 00 39 中国：

0四国：中間処理業 中間処理業

15 2,483
中国： 0

143
1,655 102 関東： 2

1

北海道： 7 101 北陸：

689 東北：

0
594 1,601 東海：

1

自己最終処分量

3,062 2,925 1,176 237 1

0

北海道：

保管量

発生量 排出量 自己中間処理量 自己処理残さ量

業者委託量

1,757

保管量

0

この部分のデータは、

排出段階からの流れを

みるために、県外排出

由来及び処理業から処

理業の重複データを排

除したものです。

×1,000 ﾄﾝ

有償物量 直接自己再生量 減量化量 うち汚泥脱水減量 処理後自己再生量

137 74 938 0 155

近畿： 685

0
減量化量

1

4

2

56

16

※ｱ:排出者が県内の中間処理

業者。

最終処分計

この部分のデータは、処理業

者の処理情報から推計したも
のです。
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図 2.14 「岩手県産業廃棄物排出・処理管理システム」（産業廃棄物フロー）＜事業系一般廃棄物と家畜ふん尿を除く＞

年次 : 2017 【岩手県】
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【県外】 【県外】

【岩手県】 (E)

(A) (ｶ)

 *ｱ(156)
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(Q1) (B)

(D+ｴ)

(Q1+Q2)

79
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74 53 3
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九州：8

69
9 その他：

68 3

東海：

近畿： 0

0
0

最終処分量計

四国： 0
最終処分量

75 0
0

0

0

0

15 2 東北： 3

北海道：

関東：

保管量

0

6

最終処分量

5112

九州：
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資源化量 減量化量

処理業残さ処分量 29

28

235 1,993

資源化量

四国： 0

その他：140
146

1,453

74 1,324 63

その他： 0

0

関東： 61 45 近畿： 0

東北：

東海： 14
九州： 0

北陸： 00 39 中国：

0四国：中間処理業 中間処理業

15 2,292
中国： 0

143
1,507 102 関東： 2

1

北海道： 7 101 北陸：

686 東北：

0
591 1,453 東海：

1

自己最終処分量

2,825 2,688 1,103 234 1

0

北海道：

保管量

発生量 排出量 自己中間処理量 自己処理残さ量

業者委託量

1,609

保管量

0

この部分のデータは、

排出段階からの流れを

みるために、県外排出

由来及び処理業から処

理業の重複データを排

除したものです。

×1,000 ﾄﾝ

有償物量 直接自己再生量 減量化量 うち汚泥脱水減量 処理後自己再生量

137 56 869 0 153

近畿： 682

0
減量化量

1

4

2

56

16

※ｱ:排出者が県内の中間処理

業者。

最終処分計

この部分のデータは、処理業

者の処理情報から推計したも
のです。
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第 3章 産業廃棄物処理業者の実績 

 

 平成 29 年度における県内での中間処理量は 2,483 千トンとなっており、このうち 1,798 千

トンが県内の排出事業者等から搬入され、685 千トンが県外から搬入されている。 

県内の最終処分量は 74 千トンで、このうち 70 千トンが県内の排出事業者等から搬入され

ている。 

県外へ搬出された産業廃棄物は 149 千トンで、このうち中間処理が 146 千トン、最終処分

が 3 千トンとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 産業廃棄物処理業者の処分実績の概要 

 
 

種類別の処理状況をみると図 3.2～図 3.4、表 3.1 のとおりである。 

  

【岩手県内】
平成29年度実績量；千t/年

(　　)内は平成28年度実績量

150

中間処理量(岩手県内)
2,483千トン(2,526)

県内から搬入
1,798千トン(1,822)

最終処分量(岩手県内)
74千トン(77)

県内から搬入
70千トン(73)

中間処理量(岩手県外)
146千トン(137)

最終処分量(岩手県外)
3千トン(6)

県外から搬入
685千トン(704)

県外から搬入
4千トン(4)
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図 3.2 県内の中間処理業者の処分実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3 県内の最終処分業者の処分実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3.4 県外へ搬出された処分実績（収集運搬実績より） 
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表 3.1 産業廃棄物収集運搬、処分実績報告データの単純集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業者L1】 (単位：千t/年）

   処理・処分 物流計

県内発生 県内発生 県外搬入 県内発生 県内発生 県外搬入 県内発生 県内発生 県内発生 県内発生

計 (自社分) 計 (自社分) 計 計 計

処分残渣 資源化 減量化 処分残渣 資源化 減量化

種　類 (A) (ｱ) (C+ｳ) (ｻ) (B) (ｲ) (D+ｴ) (ｼ) (E) (ｶ) (F) (ｷ)

合計 2,707 2,483 649 1,601 197 685 24 2,351 108 74 53 16 4 150 146 64 101 46 5 112 29 3 1 2

(100.0%) (91.7%) (24.0%) (59.2%) (7.3%) (25.3%) (0.9%) (86.9%) (4.0%) (2.7%) (2.0%) (0.6%) (0.2%) (5.5%) (5.4%) (2.4%) (3.7%) (1.7%) (0.2%) (4.1%) (1.1%) (0.1%) (0.1%) (0.1%)

燃え殻 42 31 31 10 0 21 0 31 8 3 5 3 1 0 1 0 0 1 0 1 1 0

汚泥 327 301 153 194 15 92 3 236 62 6 6 0 20 20 3 12 8 1 11 8 1 1

有機性汚泥 33 27 7 27 0 1 20 5 0 0 6 6 0 6 0 0 2 4

無機性汚泥 203 182 55 168 14 2 124 56 6 6 0 15 14 3 6 8 1 9 4 1 1

識別不明 92 92 91 92 0 91 0

廃油 14 8 3 5 0 2 0 7 1 6 6 4 5 1 0 2 4

廃酸 7 1 0 0 0 0 0 0 1 7 7 2 7 0 0 2 4

廃アルカリ 8 4 3 1 1 2 0 3 1 5 5 1 5 0 0 1 4

廃プラスチック類 118 83 49 44 9 31 5 68 10 7 4 1 2 27 26 2 10 16 1 23 2 1 0 1

紙くず 7 6 3 4 0 1 1 3 2 2 2 1 0 0 1 0

木くず 150 137 25 97 10 29 4 123 10 12 12 9 2 11 0 12 0

繊維くず 2 2 1 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0

動植物性残さ 20 19 2 16 3 0 17 2 1 1 1 0 1 0

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0 0 0 0

金属くず 11 9 0 7 1 1 0 9 0 0 0 0 0 2 2 0 2 0 0 2 0

ガラス陶磁器くず 164 127 7 92 11 24 6 122 0 32 27 5 0 4 4 0 2 2 1 3 0 0 0 0

鉱さい 43 40 26 23 1 17 40 2 2 0 0 0 0 0 0 0

がれき類 1,228 1,204 3 927 109 168 3 1,200 0 17 12 4 2 7 7 0 3 4 0 6 0 0 0 0

ばいじん 371 328 328 36 292 328 1 1 1 43 42 42 42 0 0 42 0 0 0

13号廃棄物

動物のふん尿 180 180 12 139 39 3 0 162 18

動物の死体 6 6 6 3 3 1 4

その他 9 4 2 4 0 0 0 1 2 5 5 2 5 0 1 3 2 0 0

感染性廃棄物 4 2 2 2 0 0 0 2 1 1 1 1 0 0 1

混合廃棄物 1 1 1 0 0 0 0 1 1 0 1 0 1 0 0 0 0

その他 4 1 1 0 0 0 1 0 3 3 0 3 0 0 2 0

処理業者か

らの残さ
うち焼
却量

排出事業者か

らの直送

処理業者か

らの残さ
*再処理に伴う収支を含む 排出事業者

からの直送

処理業者か

らの残さ
うち焼却

量

排出事業者か

らの直送

処理業者か

らの残さ
*再処理に伴う収支を含む 排出事業者

からの直送

処理後の収支（推計）

県内での処分実績 県外への搬出

中間処理業 最終処分業 中間処理 最終処分

中間処理 ※計に含

まれない

※計に含

まれない処理後の収支（推計）
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表 3.2 産業廃棄物収集運搬、処分実績報告データの単純集計＜事業系一般廃棄物と家畜ふん尿を除く＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業者L1】 (単位：千t/年）

   処理・処分 物流計

県内発生 県内発生 県外搬入 県内発生 県内発生 県外搬入 県内発生 県内発生 県内発生 県内発生

計 (自社分) 計 (自社分) 計 計 計

処分残渣 資源化 減量化 処分残渣 資源化 減量化

種　類 (A) (ｱ) (C+ｳ) (ｻ) (B) (ｲ) (D+ｴ) (ｼ) (E) (ｶ) (F) (ｷ)

合計 2,515 2,292 633 1,453 156 682 23 2,182 87 74 53 16 4 150 146 64 101 45 5 112 29 3 1 2

(100.0%) (91.1%) (25.2%) (57.8%) (6.2%) (27.1%) (0.9%) (86.7%) (3.5%) (2.9%) (2.1%) (0.6%) (0.2%) (5.9%) (5.8%) (2.6%) (4.0%) (1.8%) (0.2%) (4.4%) (1.2%) (0.1%) (0.1%) (0.1%)

燃え殻 42 31 31 10 0 21 0 31 8 3 5 3 1 0 1 0 0 1 0 1 1 0

汚泥 327 301 153 194 15 92 3 236 62 6 6 0 20 20 3 12 8 1 11 8 1 1

有機性汚泥 33 27 7 27 0 1 20 5 0 0 6 6 0 6 0 0 2 4

無機性汚泥 203 182 55 168 14 2 124 56 6 6 0 15 14 3 6 8 1 9 4 1 1

識別不明 92 92 91 92 0 91 0

廃油 14 8 3 5 0 2 0 7 1 6 6 4 5 1 0 2 4

廃酸 7 1 0 0 0 0 0 0 1 7 7 2 7 0 0 2 4

廃アルカリ 8 4 3 1 1 2 0 3 1 5 5 1 5 0 0 1 4

廃プラスチック類 118 83 49 44 9 31 5 68 10 7 4 1 2 27 26 2 10 16 1 23 2 1 0 1

紙くず 6 4 2 3 0 1 0 3 1 1 1 1 0 0 1 0

木くず 141 128 23 90 9 29 4 117 7 12 12 9 2 11 0 12 0

繊維くず 1 1 1 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0

動植物性残さ 19 18 2 16 3 0 16 2 1 1 1 0 1 0

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0 0 0 0

金属くず 11 9 0 7 1 1 0 9 0 0 0 0 0 2 2 0 2 0 0 2 0

ガラス陶磁器くず 164 127 7 92 11 24 6 122 0 32 27 5 0 4 4 0 2 2 1 3 0 0 0 0

鉱さい 43 40 26 23 1 17 40 2 2 0 0 0 0 0 0 0

がれき類 1,228 1,204 3 927 109 168 3 1,200 0 17 12 4 2 7 7 0 3 4 0 6 0 0 0 0

ばいじん 371 328 328 36 292 328 1 1 1 43 42 42 42 0 0 42 0 0 0

13号廃棄物

動物のふん尿

動物の死体 6 6 6 3 3 1 4

その他 9 4 2 4 0 0 0 1 2 5 5 2 5 0 1 3 2 0 0

感染性廃棄物 4 2 2 2 0 0 0 2 1 1 1 1 0 0 1

混合廃棄物 1 1 1 0 0 0 0 1 1 0 1 0 1 0 0 0 0

その他 4 1 1 0 0 0 1 0 3 3 0 3 0 0 2 0

処理業者か

らの残さ
うち焼
却量

排出事業者か

らの直送

処理業者か

らの残さ
*再処理に伴う収支を含む 排出事業者

からの直送

処理業者か

らの残さ
うち焼却

量

排出事業者か

らの直送

処理業者か

らの残さ
*再処理に伴う収支を含む 排出事業者

からの直送

処理後の収支（推計）

県内での処分実績 県外への搬出

中間処理業 最終処分業 中間処理 最終処分

中間処理 ※計に含

まれない

※計に含

まれない処理後の収支（推計）
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第 4 章 排出事業者の排出・処理実績 

 

4.1 産業廃棄物実態調査による排出・処理実績 

排出事業者に産業廃棄物の排出及び処理実績について、アンケート調査を行い、回答のあった事

業者の廃棄物量を集計した。 

 

表 4.1 排出事業者の排出・処理実績（種類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：千t/年）

区　分 有償物量 自己中間処理量 自己未処理量

自己中間処理後量

自己中間処理後 自己未処理

種　類 (B) (D) (E) (E1) (E2) (G) (G1) (G2)

合計 137 1,103 234 153 0 1,108 56 1

燃え殻 0 9

汚泥 0 883 50 14 84 0

廃油 1 1 0 13 2

廃酸 1 8

廃アルカリ 0 4 0 5

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 3 11 10 1 40 0

紙くず 1 0 0 0 0 6

木くず 44 41 12 8 144 0

繊維くず 0 0 0 1

動植物性残さ 6 1 1 0 23

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0

金属くず 81 11 11 0 39 0

ｶﾞﾗｽ陶磁器くず 0 9 9 1 62 0

鉱さい 0 10

がれき類 141 141 128 0 617 4 0

ばいじん 0 38 49 1

13号廃棄物

家畜ふん尿

家畜の死体

その他産業廃棄物 0 2 1 1 8 0

自己再生利用
量

自己最終処分
量

自己再生利用
量

自己最終処分
量
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4.2 産業廃棄物多量・準多量排出事業者の排出・処理実績 

平成 29 年度における多量・準多量排出事業者からの実施報告に基づく排出事業者からの実績報

告は表 4.2、表 4.3 のとおりである。 

 

表 4.2 産業廃棄物多量・準多量排出事業者の排出・処理実績（種類別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　 (単位：千t/年）

   処理・処分

中間処理量

減量化量 残さ量

　種類

合計 1,681 71 1 325 143 182 151 0 1,311

(100.0%) (4.2%) (0.1%) (19.4%) (8.5%) (10.8%) (9.0%) (0.0%) (78.0%)

燃え殻 12 12

汚泥 223 0 84 67 17 12 144

廃油 9 1 1 0 8

廃酸 6 6

廃アルカリ 6 3 3 0 3

廃プラスチック類 27 0 10 1 8 1 29

紙くず 4 0 0 0 0 0 4

木くず 78 10 3 7 7 68

繊維くず 1 0 0 0 0 1

動植物性残さ 11 11

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず 8 0 3 3 0 8

ガラス陶磁器くず 37 0 2 2 0 33

鉱さい 7 7

がれき類 941 4 0 141 0 141 128 0 805

ばいじん 128 49 1 78

13号廃棄物

動物のふん尿 166 18 71 68 3 2 79

動物の死体 0 0

その他 18 0 1 0 1 1 16

自社処理

直接最終処
分量

実施状況

中間処理後
の自己最終

処分量

直接再生
利用量

排出量

中間処理
後の自己
利用・売

却量

委託処理量
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表 4.3 産業廃棄物多量・準多量排出事業者の排出・処理実績（業種別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

　 (単位：千t/年）

　  処理・処分

中間処理量

減量化量 残さ量

業種

合計 1,681 71 1 325 143 182 151 0 1,311
(100.0%) (4.2%) (0.1%) (19.4%) (8.5%) (10.8%) (9.0%) (0.0%) (78.0%)

167 18 71 68 3 2 79

農業 167 18 71 68 3 2 79

林業

1,105 2 0 152 3 149 134 0 965

366 51 1 77 59 18 15 234

食料品 25 10 9 0 16

飲料・飼料 2 2

繊維 1 1

木材 2 2

家具

パルプ・紙 50 0 46 33 13 13 4

印刷

化学 12 2 1 0 10

石油・石炭 3 3

プラスチック

ゴム

皮革

窯業・土石 102 2 17 12 5 2 80

鉄鋼 50 50

非鉄金属 0 0

金属 5 5

はん用機器

生産用機器

業務用機器 0 0

電子部品 9 3 3 0 6

電気機器 6 6

情報通信機器

輸送機器 96 49 1 46

その他製造業 3 3

26 15 13 2 13

電気業 6 6

ガス業

熱供給業

上水道業 2 1 1 0 1

工業用水道業

下水道業 18 14 12 2 6

情報通信業 3 3

運輸・郵便業

卸・小売業

金融・保険業

不動産業・物品賃貸業　 2 2

学術究・技術サービス業

宿泊業・飲食サービス業

生活関連サービス業

教育・学習支援業

医療・福祉業 2 0 0 0 2

複合サービス業

サービス業 10 10 0 10 14

公務

実施状況

直接最終処
分量

中間処理後
の自己最終

処分量

直接再生利
用量

委託処理量

中間処理後
の自己利

用・売却量

自社処理

排出量

農業，林業

電気･ガス・水道業

鉱業

建設業

漁業

製造業計
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第 5 章 産業廃棄物の排出・処理状況の結果 

 

(1)排出量 

平成 29 年度の 1 年間に岩手県内で排出された産

業廃棄物の排出量は 2,688 千トンとなっており、種

類別にみると、がれき類が 1,074 千トン(40%)で最

も多く、次いで、汚泥が 1,059 千トン(39%)となっ

ており、この 2種類で全体の 79%を占めている。 (図

5.1) 

排出量を種類別、業種別にみると表 5.1 のとおり

である。 

 

 

 

 

図 5.1 産業廃棄物の種類別の排出量 

 

表 5.1 産業廃棄物の種類別、業種別の排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 

がれき類

1,074 
40%

汚泥

1,059 
39%

木くず

129 
5%

ばいじん

128
5%

ガラス陶

磁器
122

5%

その他

176 
7%

平成29年度
排出量

2,688
千ｔ/年

(単位：千t/年）

　　　　　　　　業種

種類

鉱業 建設業 製造業
電気・水道

業
情報通
信業

運輸業
卸・小
売業

飲食
店、宿
泊業

医療、
福祉

教育、
学習支
援業

複合
サービ
ス業

サービ
ス業

その他
の業種

合計 2,688 5 1,355 551 685 0 2 8 1 7 1 1 64 8

(100%) (0%) (50%) (21%) (26%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (2%) (0%)

燃え殻 16 (1%) 3 10 0 0 0 0 2 0

汚泥 1,059 (39%) 5 122 227 679 0 1 1 0 1 0 1 19 3

廃油 13 (0%) 0 1 7 0 0 0 3 0 0 0 3 0

廃酸 7 (0%) 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃アルカリ 10 (0%) 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

廃プラスチック類 60 (2%) 0 19 13 0 0 1 2 0 2 0 0 22 2

紙くず 4 (0%) 3 1 0

木くず 129 (5%) 101 28

繊維くず 1 (0%) 1

動植物性残さ 17 (1%) 17

動物系固形不要物

ゴムくず 0 (0%) 0

金属くず 9 (0%) 0 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

ガラス陶磁器くず 122 (5%) 29 76 4 0 0 3 0 0 0 8 1

鉱さい 25 (1%) 1 23 1

がれき類 1,074 (40%) 1,069 4

ばいじん 128 (5%) 0 126 1 1

動物の死体 3 (0%) 1 0 0 2

その他 11 (0%) 2 1 0 0 0 0 0 4 0 3 0

合計
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 (2)再生利用量 

平成 29 年度の 1 年間に岩手県内で排出さ

れた産業廃棄物の再生利用量は 1,638 千トン

となっており、種類別にみると、がれき類が

1,057 千トン(65%)で最も多く、次いで、ばい

じんが 127 千トン(8%)、以下、汚泥 99 千ト

ン(6%)、ガラス陶磁器くず 90 千トン(6%)、

燃え殻 90 千トン(5%)等となっている。(図

5.2) 

再生利用量を種類別、業種別にみると表

5.2 のとおりである。 

図

5.2 産業廃棄物の種類別の再生利用量 

 

表 5.2 産業廃棄物の種類別、業種別の再生利用量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 
*種類は、中間処理により変化した種類で集計したもの。 

がれき類

1,057 
65%

ばいじん

127 
8%

汚泥

99 
6%

ガラス陶磁

器くず
90 

6%

燃え殻

90
5%

その他

175 
11%

平成29年度
再生利用量

1,638

千ｔ/年

(単位：千t/年）

　　　　　　　　業種

種類

鉱業 建設業 製造業
電気・水道

業
情報通
信業

運輸業
卸・小
売業

飲食
店、宿
泊業

医療、
福祉

教育、
学習支
援業

複合
サービ
ス業

サービ
ス業

その他
の業種

合計 1,638 1 1,246 321 18 0 2 7 0 1 0 1 36 4

(100%) (0%) (76%) (20%) (1%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (2%) (0%)

燃え殻 90 (5%) 0 22 53 6 0 0 1 0 0 0 7 0

汚泥 99 (6%) 1 63 22 6 0 0 0 0 0 0 1 5 1

廃油 7 (0%) 0 0 3 0 0 3 0 0 0 2 0

廃酸 1 (0%) 0 1 0 0 0 0

廃アルカリ 1 (0%) 0 0 0 0 0 0 0 0

廃プラスチック類 36 (2%) 0 11 7 0 0 1 1 0 0 0 0 14 1

紙くず 3 (0%) 2 1

木くず 85 (5%) 84 1

繊維くず 0 (0%) 0

動植物性残さ 15 (1%) 15

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず 9 (1%) 0 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

ガラス陶磁器くず 90 (6%) 6 75 4 0 0 2 0 0 0 2 1

鉱さい 12 (1%) 0 11 1

がれき類 1,057 (65%) 1,053 4

ばいじん 127 (8%) 0 126 1 0

動物の死体 1 (0%) 0 0 0 0

その他 5 (0%) 1 1 0 0 0 0 0 0 2 0

合計
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 (3)最終処分量 

平成 29 年度の 1 年間に岩手県内で排出さ

れた産業廃棄物の最終処分量は 79 千トンと

なっており、種類別にみると、ガラス陶磁器

くずが 32千トン(40%)で最も多く、次いで、

がれき類が 15 千トン(19%)、以下、汚泥が 9

千トン(12%)、廃プラスチック類が 8 千トン

(11%)等となっている。(図 5.3) 

最終処分量を種類別、業種別にみると表

5.3 のとおりである。 

 

図

5.3 産業廃棄物の種類別の最終処分量 

 

表 5.3 産業廃棄物の種類別、業種別の最終処分量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図中の千ｔ表示及び構成比(%)の数値は、四捨五入の関係で、合計と個々の数値の計が一致しないものがある。 
*種類は、中間処理により変化した種類で集計したもの。 

 

 

 

ガラス陶磁

器くず
32 

40%

がれき類

15 
19%

汚泥

9 
12%

廃プラス

チック類

8 

11%

その他

15 
18%

平成29年度
最終処分量

79

千ｔ/年

(単位：千t/年）

　　　　　　　　業種

種類

鉱業 建設業 製造業
電気・水道

業
情報通
信業

運輸業
卸・小
売業

飲食
店、宿
泊業

医療、
福祉

教育、
学習支
援業

複合
サービ
ス業

サービ
ス業

その他
の業種

合計 79 0 51 11 0 0 0 0 0 1 0 0 14 1

(100%) (0%) (66%) (13%) (0%) (0%) (0%) (0%) (0%) (1%) (0%) (0%) (18%) (1%)

燃え殻 7 (9%) 0 2 3 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0

汚泥 9 (12%) 2 5 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

廃油

廃酸

廃アルカリ

廃プラスチック類 8 (11%) 0 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

紙くず 0 (0%) 0 0

木くず 2 (3%) 2 0

繊維くず 0 (0%) 0

動植物性残さ 0 (0%) 0

動物系固形不要物

ゴムくず

金属くず 0 (0%) 0 0 0 0 0 0 0

ガラス陶磁器くず 32 (40%) 24 1 0 0 0 0 0 0 0 6 0

鉱さい 2 (2%) 1 0 0

がれき類 15 (19%) 15

ばいじん 1 (1%) 0 1 1

動物の死体

その他 1 (1%) 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計
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統計表 1 業種別・種類別の排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千t/年）

　　　　　種類 合計

業種
有機性汚
泥

無機性汚
泥

感染性廃
棄物

混合廃棄
物

その他

合計 2,688 16 1,059 772 287 13 7 10 60 4 129 1 17 0 9 122 25 1,074 128 3 11 4 3 4

5 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 2 0 0 0 0

農業 4 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 2 0 0 0 0

林業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

5 5 5 0 0 0

1,355 3 122 0 122 1 0 0 19 3 101 1 4 29 1 1,069 0 2 2 0

551 10 227 118 109 7 6 9 13 1 28 17 0 1 76 23 4 126 1 1 0 0 1

食料品 85 0 67 47 20 0 0 0 2 15 0 0 0 1 0 0 0 0

飲料・飼料 5 2 2 1 0 0 0 2 0 0 1 0 1

繊維 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0

木材 28 1 0 0 0 0 0 27 0 0 0 0

家具 0 0 0 0 0 0

パルプ・紙 74 3 67 66 1 0 0 0 2 1 0 0 0 0 0 0

印刷 0 0

化学 10 4 3 1 3 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0

石油・石炭 4 0 0 0 0 0 0 1 0 3 0 0 0

プラスチック 0 0 0 0 0 0 0 0

ゴム 0 0 0 0

皮革

窯業・土石 120 0 49 49 0 0 0 0 0 67 4 0 0 0

鉄鋼 67 6 4 4 0 0 0 0 0 2 16 38 0 0 0

非鉄金属 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金属 13 9 9 0 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0

はん用機器

生産用機器 0 0 0 0 0 0 0

業務用機器 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電子部品 19 10 0 10 0 2 6 1 0 0 0 0 0 0

電気機器 6 1 0 1 2 0 0 1 0 2 0 0 0 0

情報通信機器 0 0

輸送用機器 106 11 0 11 0 0 0 0 0 0 6 88 0 0 0

その他製造業 11 0 3 0 3 1 0 1 3 1 2 1 0 0 0 0 0

685 0 679 646 33 0 0 0 0 0 4 1 0 0 0

電気業 5 0 0 0 0 0 4 0 0

ガス業

熱供給業

上水道業 32 32 32 0 0 0 0 0 0 0 0

工業用水道業

下水道業 649 0 647 646 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0

8 1 0 1 3 0 0 2 0 3 0 0 0 0

1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7 0 1 0 0 0 0 0 2 0 0 0 4 4 0 0

1 1 1 0 0 0 0 0

64 2 19 5 14 3 0 1 22 3 8 1 1 0 3 0 3

1 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

医療，福祉

複合サービス業

サービス業

公務

その他

教育，学習支援業

建設業

製造業計

電気･ガス・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，賃貸業

専門サービス業

宿泊業，飲食業

生活サービス業

動物のふ
ん尿

動物の死
体

その他

農業，林業

漁業

ばいじん 13号廃棄
物

廃プラス
チック類

鉱業

金属くず ガラス陶
磁器くず

鉱さい がれき類紙くず 木くず 繊維くず 動植物性
残さ

動物系固
形不要物

ゴムくず燃え殻 汚泥 廃油 廃酸 廃アルカ
リ
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統計表 2 種類別の発生及び処理量（その 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千t/年）
区　分 発生量 有償物量 排出量 自己未処理量 搬出量 自己最終処分量

県内 県外

種　類
(A)

(B+Z1+C)
(B) (C)

(D+G)
(D) (E) (E1) (E2) (E3) (E9) (G) (G1) (G2) (G3) (G3a) (G3b) (G9) (H)

(I+K+J)
(I)

(E2+G2)

合計 2,825 137 2,688 1,103 234 153 0 81 1,584 56 1 1,528 1,610 1 1

燃え殻 16 0 16 16 16 16

汚泥 1,059 0 1,059 883 50 14 36 176 0 176 212

廃油 14 1 13 1 0 0 13 2 10 10

廃酸 8 1 7 7 7 7

廃アルカリ 10 0 10 4 0 0 6 6 6

廃プラスチック類 63 3 60 11 10 1 9 49 0 49 58 0 0

紙くず 5 1 4 0 0 0 0 0 4 4 4 0 0

木くず 173 44 129 41 12 8 4 88 0 88 92

繊維くず 1 1 0 0 0 0 1 1 1

動植物性残さ 24 6 17 1 1 0 1 16 16 16

動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0 0 0 0 0

金属くず 91 81 9 9 9 0 9 0 0 0 9 0 0

ガラス陶磁器くず 122 0 122 9 9 1 8 113 0 113 121 0 0

鉱さい 25 0 25 25 25 25

がれき類 1,074 1,074 141 141 128 0 13 932 4 0 928 941 0 0

ばいじん 128 0 128 128 49 1 78 79 1 1

13号廃棄物

動物のふん尿

動物の死体 3 3 3 3 3

その他 11 0 11 2 1 1 0 9 0 9 9 0 0

感染性廃棄物 4 4 0 0 0 4 4 4

混合廃棄物 7 0 7 1 1 1 0 5 0 5 5 0 0

再生利用量 自己最終処分
量

委託処理量

自己中間処理量

自己中間処理後量

（ 自 己 中 間 処 理 後 の 処 理 内 訳 ） （ 自 己 未 処 理 の 処 理 内 訳 ）

その他量 再生利用量 自己最終処分
量

委託処理量 その他量

委託直接最終

処分量

委託委託中間

処理量

（処理先地域の内訳）
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統計表 2 種類別の発生及び処理量（その 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千t/年）
区　分 委託処理量 委託処理量の内訳 再生利用量 最終処分量 その他量 減量化量

委託直接最終処分量 委託中間処理量

委託中間処理後量 事業者 処理業者

県内 県外 県内 県外

再生利用量 最終処分量

種　類
(K)

(O+L)
(O) (L) (M) (M1) (M2) (R)

(E1+G1+M1)
(Q)

(I+O+M2)
(Q1) (Q3) (J)

(E9+G9)
(T)

合計 1,609 55 53 1 1,554 1,453 101 1,452 1,429 23 1,638 79 1 78 972

燃え殻 16 4 3 1 12 10 1 12 12 0 12 4 4 0

汚泥 212 6 6 206 194 12 139 136 4 150 10 10 900

廃油 10 10 5 5 6 6 0 8 0 0 5

廃酸 7 7 0 7 2 2 0 2 0 0 5

廃アルカリ 6 6 1 5 1 1 0 1 0 0 9

廃プラスチック類 58 4 4 0 54 44 10 46 41 5 42 9 0 9 9

紙くず 4 4 3 1 3 3 0 3 0 0 0 1

木くず 92 92 90 2 86 83 3 90 3 3 35

繊維くず 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

動植物性残さ 16 16 16 1 15 15 0 15 0 0 2

動物系固形不要物

ゴムくず 0

金属くず 9 0 0 9 7 2 9 9 0 9 0 0 0 0

ガラス陶磁器くず 121 27 27 0 94 92 2 94 89 5 90 32 0 32 0

鉱さい 25 2 2 23 23 0 23 23 23 2 2

がれき類 941 12 12 0 929 927 3 929 926 3 1,058 15 0 15 0

ばいじん 78 1 1 78 36 42 78 78 0 127 1 1 1 0

13号廃棄物

動物のふん尿

動物の死体 3 3 3 1 1 1 2

その他 9 0 0 9 4 5 5 4 1 5 1 0 1 4

感染性廃棄物 4 4 2 1 1 0 0 0 0 0 3

混合廃棄物 5 0 0 5 2 4 5 4 1 5 1 0 1 1

（処理主体の内訳）

（処理先地域の内訳） （処理先地域の内訳）
（委託処理後の処理内訳）
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第 6 章 廃棄物に関するアンケート調査結果 

6.1 排出事業者の意識等調査結果 

(1)排出抑制・リサイクル等に対する取り組み 

排出抑制・リサイクル等に対する取り組みについて、どのような取り組みを行っているかにつ

いてみると、「発生廃棄物の分別・選別の徹底によるリサイクル等の推進」と回答した事業所が

58%で最も多く、次いで、「再生品、再生資源（原料）の利用の促進」が 40％、「包装材・梱包材

の使用量の削減」が 24％等となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 排出抑制・リサイクル等に対する取り組み（複数回答） 

表 6-1 排出抑制・リサイクル等に対する取り組み（業種別、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

（複数回答） （単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=1,442

熱回収（ボイラー・発電等）

資材の採用

工法の採用

環境負荷の少ない原材料の使用

製造工程の改善

環境調和型製品の開発

再生資源を利用した工事の促進

工程内発生廃棄物の有効利用の推進

再生品、再生資源（原料）の利用の促進

分別・選別の徹底によるリサイクル等の推進

再生資源の受入・供給によるリサイクルの推進

包装材・梱包材の使用量の削減

施設の設置・増設等による減量化の推進

その他

鉱業 7 (33%) 2 (10%) 5 (24%) 4 (19%)
建設業 110 (30%) 64 (17%) 27 (7%) 63 (17%) 17 (5%) 213 (58%) 218 (59%) 65 (18%)
製造業 85 (13%) 12 (2%) 276 (42%) 113 (17%) 48 (7%) 26 (4%) 200 (30%) 146 (22%)
電気・水道業 3 (7%) 7 (16%) 1 (2%) 5 (12%) 17 (40%) 7 (16%)
情報通信業 1 (33%) 1 (33%) 1 (33%)
運輸業 5 (4%) 2 (2%) 6 (5%) 2 (2%) 2 (2%) 46 (40%) 2 (2%)
卸・小売業 3 (3%) 1 (1%) 1 (1%) 4 (4%) 3 (3%) 2 (2%) 33 (35%) 3 (3%)
不動産業・物品賃貸業
学術研究・専門サービス業 1 (6%) 1 (6%) 3 (19%) 1 (6%) 7 (44%) 1 (6%)
生活関連サービス業 3 (25%) 1 (8%) 4 (33%) 2 (17%) 1 (8%) 6 (50%) 1 (8%)
教育、学習支援業
医療・福祉 6 (8%) 1 (1%) 8 (10%) 1 (1%) 21 (27%) 2 (3%)
サービス業 1 (3%) 4 (13%) 2 (6%) 2 (6%) 25 (78%) 3 (9%)

計 220 (15%) 77 (5%) 315 (22%) 212 (15%) 76 (5%) 253 (18%) 579 (40%) 235 (16%)

鉱業 5 (24%) 2 (10%) 1 (5%) 1 (5%) 4 (19%) 21 (100%)
建設業 237 (64%) 25 (7%) 53 (14%) 20 (5%) 10 (3%) 370 (100%)
製造業 363 (55%) 66 (10%) 213 (32%) 25 (4%) 39 (6%) 30 (5%) 658 (100%)
電気・水道業 14 (33%) 5 (12%) 3 (7%) 9 (21%) 4 (9%) 3 (7%) 43 (100%)
情報通信業 1 (33%) 1 (33%) 3 (100%)
運輸業 68 (59%) 16 (14%) 38 (33%) 1 (1%) 8 (7%) 3 (3%) 116 (100%)
卸・小売業 60 (65%) 14 (15%) 14 (15%) 1 (1%) 5 (5%) 1 (1%) 93 (100%)
不動産業・物品賃貸業
学術研究・専門サービス業 7 (44%) 3 (19%) 1 (6%) 16 (100%)
生活関連サービス業 6 (50%) 1 (8%) 5 (42%) 1 (8%) 1 (8%) 12 (100%)
教育、学習支援業
医療・福祉 55 (71%) 1 (1%) 8 (10%) 1 (1%) 2 (3%) 1 (1%) 78 (100%)
サービス業 16 (50%) 5 (16%) 5 (16%) 1 (3%) 2 (6%) 32 (100%)

計 832 (58%) 135 (9%) 344 (24%) 60 (4%) 71 (5%) 43 (3%) 1,442 (100%)

発生廃棄物の
分別・選別の徹
底によるリサイ
クル等の推進

計

産業廃棄物排
出削減のため
の工程内発生
廃棄物の有効
利用の推進

その他

発生廃棄物を
燃料とした熱
回収（ボイ
ラー・発電等）

中間処理施設
の設置・増設
等による減量
化の推進

包装材・梱包
材の使用量の
削減

他産業又はグ
ループ企業と
の再生資源の
受入・供給に
よるリサイクル
の推進

規格材の使用
など廃材発生の
少ない資材の
採用

ユニット工法な
ど廃材発生の
少ない工法の
採用

廃棄物等の低
減のための製
造工程の改善

環境負荷の少
ない原材料の
使用による廃
棄物の発生抑
制

リサイクルの
容易化、処理
の容易化、製
品の長寿命化
等を考慮した
環境調和型製
品の開発

再生資源を利
用した工事の
促進

再生品、再生資
源（原料）の利
用の促進
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(2)リサイクル（再資源化）拡大への課題 

今後、リサイクル（再資源化）を拡大していくにあたり、どのような課題があるかについてみ

ると、「特に問題はない」と回答した事業所が 36％で最も多く、次いで、「リサイクルできるもの

が少量である」が 25％、「他社に委託していきたいが、委託料金が高い」が 18％等となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2 リサイクル（再資源化）拡大への課題（複数回答） 

 

表 6-2 リサイクル（再資源化）拡大への課題（業種別、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鉱業 3 (12%) 1 (4%) 4 (16%) 1 (4%) 2 (8%) 6 (24%) 11 (44%) 25 (100%)

建設業 33 (9%) 69 (18%) 21 (5%) 60 (16%) 103 (27%) 72 (19%) 8 (2%) 151 (39%) 9 (2%) 385 (100%)

製造業 66 (9%) 163 (23%) 45 (6%) 99 (14%) 127 (18%) 170 (24%) 69 (10%) 215 (30%) 31 (4%) 722 (100%)

電気・水道業 1 (2%) 6 (10%) 5 (8%) 15 (25%) 5 (8%) 15 (25%) 2 (3%) 20 (34%) 3 (5%) 59 (100%)

情報通信業 3 (43%) 5 (71%) 7 (100%)

運輸業 8 (5%) 8 (5%) 1 (1%) 14 (9%) 17 (11%) 47 (31%) 2 (1%) 73 (49%) 3 (2%) 150 (100%)

卸・小売業 9 (8%) 12 (11%) 2 (2%) 9 (8%) 14 (12%) 23 (20%) 2 (2%) 60 (53%) 2 (2%) 113 (100%)

不動産業・
物品賃貸業

学術研究・
専門サービス業

1 (4%) 3 (12%) 3 (12%) 6 (24%) 1 (4%) 13 (52%) 3 (12%) 25 (100%)

生活関連サービス業 1 (7%) 4 (27%) 1 (7%) 1 (7%) 7 (47%) 3 (20%) 3 (20%) 15 (100%)

教育、学習支援業

医療・福祉 5 (4%) 13 (11%) 1 (1%) 9 (7%) 13 (11%) 60 (49%) 27 (22%) 29 (24%) 2 (2%) 123 (100%)

サービス業 3 (9%) 7 (20%) 1 (3%) 5 (14%) 7 (20%) 9 (26%) 2 (6%) 11 (31%) 2 (6%) 35 (100%)

計 129 (8%) 284 (17%) 80 (5%) 216 (13%) 292 (18%) 418 (25%) 113 (7%) 591 (36%) 58 (3%) 1,659 (100%)

計

リサイクルが
困難なためリ
サイクルでき
ない。

特に問題はな
い。

その他

自社で資源化
していきたい
が、技術的な
情報が少な
い、または足り
ない。

自社で資源化
していきたい
が、リサイクル
（再資源化）に
手間やコスト
がかかりすぎ
る。

自社で資源化
していきたい
が、資源化し
た後の引取業
者が近くにい
ない、または
少ない。

他社に委託し
ていきたい
が、委託業者
（引取業者）が
近くにいない、
または少な
い。

他社に委託し
ていきたい
が、委託料金
が高い。

リサイクルでき
るものが少量
である。

0% 10% 20% 30% 40%

その他

特に問題はない

リサイクルが困難なためリサイクルできない

リサイクルできるものが少量である

委託料金が高い

委託業者（引取業者）が近くにいない、または少ない

資源化した後の引取業者が近くにいない、または少ない

リサイクル（再資源化）に手間やコストがかかりすぎる

技術的な情報が少ない、または足りない

（複数回答） （単位：回答事業所数の割合）（複数回答）

回答事業所数＝1,659
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(3)本県の廃棄物に関する主な取り組み 

本県の廃棄物に関する取り組みについて知っているものについてみると、「産業廃棄物排出事業

者説明会」と回答した事業所が 69％で最も多く、次いで、「産業廃棄物処理業者の格付け制度」

が 61％、「産業廃棄物実績報告書の取りまとめ（産業廃棄物の処理状況等についての推計）」が

48％等となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3 本県の廃棄物に関する取り組みについて知っているもの（複数回答） 

 

表 6-3 本県の廃棄物に関する取り組みについて知っているもの（業種別、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鉱業 8 (31%) 9 (35%) 10 (38%) 19 (73%) 19 (73%) 13 (50%) 6 (23%) 26 (100%)
建設業 126 (34%) 119 (32%) 72 (19%) 281 (75%) 287 (77%) 251 (67%) 153 (41%) 374 (100%)
製造業 129 (22%) 226 (39%) 139 (24%) 329 (57%) 382 (66%) 232 (40%) 103 (18%) 581 (100%)
電気・水道業 25 (52%) 28 (58%) 19 (40%) 26 (54%) 24 (50%) 24 (50%) 18 (38%) 48 (100%)
情報通信業 1 (17%) 3 (50%) 1 (17%) 1 (17%) 6 (100%)
運輸業 22 (19%) 33 (29%) 34 (30%) 68 (60%) 64 (56%) 51 (45%) 8 (7%) 114 (100%)
卸・小売業 9 (10%) 15 (17%) 22 (26%) 38 (44%) 56 (65%) 31 (36%) 6 (7%) 86 (100%)
不動産業・物品賃貸業
学術研究・専門サービス業 4 (25%) 8 (50%) 2 (13%) 6 (38%) 6 (38%) 8 (50%) 2 (13%) 16 (100%)
生活関連サービス業 1 (9%) 2 (18%) 2 (18%) 6 (55%) 6 (55%) 3 (27%) 11 (100%)
教育、学習支援業
医療・福祉 12 (10%) 22 (19%) 16 (14%) 76 (65%) 101 (86%) 56 (48%) 12 (10%) 117 (100%)
サービス業 2 (6%) 3 (9%) 6 (18%) 19 (56%) 26 (76%) 13 (38%) 1 (3%) 34 (100%)

計 339 (24%) 468 (33%) 322 (23%) 868 (61%) 972 (69%) 683 (48%) 309 (22%) 1,413 (100%)

条例に基づく準
多量排出事業
者の産業廃棄
物処理計画策
定制度

計
岩手県再生資
源利用認定製
品認定制度

産業・地域ゼロ
エミッション推進
事業

エコショップ認定
制度（エコショッ
プの認定及び公
表）

産業廃棄物処
理業者の格付
け制度

産業廃棄物排
出事業者説明
会

産業廃棄物実
績報告書の取り
まとめ（産業廃
棄物の処理状
況等についての
推計）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

準多量排出事業者の産業廃棄物処理計

画策定制度

産業廃棄物実績報告書の取りまとめ

産業廃棄物排出事業者説明会

産業廃棄物処理業者の格付け制度

エコショップ認定制度

産業・地域ゼロエミッション推進事業

岩手県再生資源利用認定製品認定制度

（複数回答） （単位：回答事業所数の割合）（複数回答）

回答事業所数＝1,413
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(4)産業廃棄物処理業者の格付け制度のメリット 

産業廃棄物処理業者の格付け制度のメリットについてみると、「廃棄物の処理を委託する際に安

心である」と回答した事業所が 80％で最も多く、次いで、「処理業者の自助努力や改善が期待で

きる」が 50％、「悪質な業者が淘汰される」が 34％等となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-4 産業廃棄物処理業者の格付け制度のメリット（複数回答） 

 

表 6-4 産業廃棄物処理業者の格付け制度のメリット（業種別、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

特にない

処理業者の自助努力や改善が期待できる

悪質な業者が淘汰される

廃棄物の処理を委託する際に安心である

（複数回答） （単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=930

鉱業 14 (78%) 4 (22%) 9 (50%) 1 (6%) 18 (100%)
建設業 220 (76%) 104 (36%) 150 (52%) 24 (8%) 4 (1%) 291 (100%)
製造業 292 (82%) 127 (36%) 178 (50%) 23 (6%) 4 (1%) 357 (100%)
電気・水道業 25 (86%) 7 (24%) 16 (55%) 1 (3%) 29 (100%)
情報通信業 1 (25%) 3 (75%) 4 (100%)
運輸業 59 (80%) 32 (43%) 40 (54%) 7 (9%) 74 (100%)
卸・小売業 34 (76%) 11 (24%) 14 (31%) 4 (9%) 45 (100%)
不動産業・物品賃貸業
学術研究・専門サービス業 6 (100%) 3 (50%) 4 (67%) 6 (100%)
生活関連サービス業 7 (100%) 3 (43%) 3 (43%) 7 (100%)
教育、学習支援業
医療・福祉 64 (84%) 21 (28%) 41 (54%) 5 (7%) 76 (100%)
サービス業 18 (78%) 6 (26%) 10 (43%) 2 (9%) 23 (100%)

計 740 (80%) 318 (34%) 465 (50%) 70 (8%) 8 (1%) 930 (100%)

計

県が指定した機
関が認定した優
良業者なので、
廃棄物の処理を
委託する際に安
心である。

処理業者を選定
する材料となる
ので、廃棄物が
優良な処理業者
に集中し、結果
的に悪質な業者
が淘汰される。

優良化をめざそう
とする処理業者
の自助努力や改
善が期待でき
る。

特にない。 その他
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(5)環境マネジメントシステムの導入 

環境マネジメントシステムの導入についてみると、「導入していない」と回答した事業所が 75％

となっている。環境マネジメントシステムの導入している事業所では、「ISO14001 を取得してい

る」と回答した事業所が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-5 環境マネジメントシステムの導入 

 

表 6-5 環境マネジメントシステムの導入（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80%

独自に取組を進めている

その他の認証システムを取得している

エコアクション21を取得している

ISO14001を取得している

導入していない

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=1,719

鉱業 24 (86%) 2 (7%) 2 (7%) 28 (100%)

建設業 268 (69%) 93 (24%) 23 (6%) 2 (1%) 5 (1%) 391 (100%)

製造業 502 (68%) 159 (22%) 23 (3%) 16 (2%) 38 (5%) 738 (100%)

電気・水道業 53 (88%) 3 (5%) 2 (3%) 2 (3%) 60 (100%)

情報通信業 8 (89%) 1 (11%) 9 (100%)

運輸業 133 (83%) 7 (4%) 1 (1%) 14 (9%) 6 (4%) 161 (100%)

卸・小売業 107 (89%) 1 (1%) 7 (6%) 5 (4%) 120 (100%)

不動産業・物品賃貸業

学術研究・専門サービス業 20 (74%) 1 (4%) 3 (11%) 3 (11%) 27 (100%)

生活関連サービス業 9 (64%) 4 (29%) 1 (7%) 14 (100%)

教育、学習支援業

医療・福祉 132 (97%) 1 (1%) 1 (1%) 2 (1%) 136 (100%)

サービス業 32 (91%) 3 (9%) 35 (100%)

計 1,288 (75%) 274 (16%) 57 (3%) 36 (2%) 64 (4%) 1,719 (100%)

計導入していない
導入している：
ISO14001を取得
している。

導入している：
エコアクション21
を取得している。

導入している：
その他の認証シ
ステムを取得して
いる。

導入している：
独自に取組を進
めている。
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(6)環境報告書の作成等 

環境報告書の作成等についてみると、「作成していない」と回答した事業所が 79％となってい

る。「環境報告書を作成・公表している」が 10％、「環境報告書を作成しているが公表していない」

が 6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-6 環境報告書の作成等 

 

表 6-6 環境報告書の作成等（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80%

作成していない

作成を検討している

作成しているが公表していない

作成・公表している

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=1,734

鉱業 3 (12%) 23 (88%) 26 (100%)

建設業 57 (15%) 35 (9%) 28 (7%) 269 (69%) 389 (100%)

製造業 83 (11%) 45 (6%) 31 (4%) 594 (79%) 753 (100%)

電気・水道業 2 (3%) 2 (3%) 56 (93%) 60 (100%)

情報通信業 9 (100%) 9 (100%)

運輸業 22 (14%) 12 (7%) 5 (3%) 123 (76%) 162 (100%)

卸・小売業 6 (5%) 5 (4%) 7 (6%) 100 (85%) 118 (100%)

不動産業・物品賃貸業

学術研究・専門サービス業 7 (26%) 20 (74%) 27 (100%)

生活関連サービス業 1 (7%) 3 (20%) 11 (73%) 15 (100%)

教育、学習支援業

医療・福祉 3 (2%) 2 (1%) 6 (4%) 129 (92%) 140 (100%)

サービス業 1 (3%) 1 (3%) 1 (3%) 32 (91%) 35 (100%)

計 181 (10%) 101 (6%) 86 (5%) 1,366 (79%) 1,734 (100%)

環境報告書を作成・
公表している。

環境報告書を作成
しているが公表して
いない。

環境報告書の作成
を検討している。

作成していない。 計
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(7)グリーン購入の実施等 

グリーン購入の実施等についてみると、「検討していない」と回答した事業所が 52％で最も多

く、次いで、「事業所全体で実施している」が 19％、「実施に向けて検討している」が 15％、「事

業所内の一部（事業所等）で実施している」が 14％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-7 グリーン購入の実施等 

 

表 6-7 グリーン購入の実施等（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60%

検討していない

実施に向けて検討している

事業所内の一部（事務所等）で実施している

事業所全体で実施している

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=1,726

鉱業 2 (8%) 2 (8%) 4 (15%) 18 (69%) 26 (100%)

建設業 76 (19%) 88 (23%) 79 (20%) 148 (38%) 391 (100%)

製造業 172 (23%) 105 (14%) 90 (12%) 376 (51%) 743 (100%)

電気・水道業 18 (30%) 6 (10%) 0 (0%) 36 (60%) 60 (100%)

情報通信業 0 (0%) 2 (22%) 0 (0%) 7 (78%) 9 (100%)

運輸業 29 (18%) 21 (13%) 29 (18%) 83 (51%) 162 (100%)

卸・小売業 10 (9%) 7 (6%) 16 (14%) 84 (72%) 117 (100%)

不動産業・物品賃貸業

学術研究・専門サービス業 7 (27%) 4 (15%) 3 (12%) 12 (46%) 26 (100%)

生活関連サービス業 0 (0%) 1 (7%) 3 (20%) 11 (73%) 15 (100%)

教育、学習支援業

医療・福祉 10 (7%) 8 (6%) 22 (16%) 101 (72%) 141 (100%)

サービス業 4 (11%) 4 (11%) 8 (22%) 20 (56%) 36 (100%)

計 328 (19%) 248 (14%) 254 (15%) 896 (52%) 1,726 (100%)

事業所全体で実施
している

事業所内の一部
（事務所等）で実施
している

実施に向けて検討
している

検討していない 計
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(8)環境に配慮した製品やサービスの提供 

環境に配慮した製品やサービスの提供についてみると、「実施している」と回答した事業所が

51％となっている。実施している内容についてみると、「製品への再生資材の使用」が 19％で最

も多く、次いで、「簡易包装の推進」が 13％、「製品の省エネルギー化」が 9％等となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8 環境に配慮した製品やサービス提供の実施 

 

 

 

 

 

 

図〇 グリーン購入の実施等 

 

表〇 グリーン購入の実施等（業種別） 

 

 

 

 

 

図 6-9 環境に配慮した製品やサービス提供の実施内容（複数回答） 

 

表 6-8 環境に配慮した製品やサービス提供（業種別、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 5% 10% 15% 20%

その他

中古品・リサイクル製品等の積極的な販売

化学物質の代替化や削減、情報提供

製品の省エネルギー化

繰り返し使える製品への転換

簡易包装の推進

耐久性の向上、長期使用の促進

製品への再生資材の使用

製品の手選別・分別処理の容易化

製品の軽量化等による原料の削減

（複数回答） （単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=869

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

実施していない

実施している

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=1,695

鉱業 10 (36%) 2 (7%) 4 (14%) 1 (4%) 2 (7%) 2 (7%) 1 (4%) 18 (64%) 28 (100%)

建設業 203 (53%) 15 (4%) 26 (7%) 135 (35%) 33 (9%) 31 (8%) 29 (8%) 38 (10%) 9 (2%) 16 (4%) 8 (2%) 181 (47%) 384 (100%)

製造業 441 (60%) 84 (11%) 43 (6%) 140 (19%) 80 (11%) 154 (21%) 42 (6%) 80 (11%) 117 (16%) 33 (5%) 31 (4%) 292 (40%) 733 (100%)

電気・水道業 6 (10%) 1 (2%) 2 (3%) 3 (5%) 1 (2%) 52 (90%) 58 (100%)

情報通信業 1 (13%) 1 (13%) 1 (13%) 7 (88%) 8 (100%)

運輸業 65 (43%) 2 (1%) 6 (4%) 23 (15%) 9 (6%) 10 (7%) 15 (10%) 18 (12%) 1 (1%) 10 (7%) 10 (7%) 86 (57%) 151 (100%)

卸・小売業 68 (58%) 5 (4%) 7 (6%) 6 (5%) 6 (5%) 10 (9%) 7 (6%) 13 (11%) 3 (3%) 39 (33%) 2 (2%) 49 (42%) 117 (100%)

不動産業・物品賃貸業

学術研究・専門サービス業 10 (40%) 1 (4%) 5 (20%) 1 (4%) 2 (8%) 15 (60%) 25 (100%)

生活関連サービス業 13 (81%) 2 (13%) 1 (6%) 8 (50%) 2 (13%) 4 (25%) 5 (31%) 2 (13%) 2 (13%) 3 (19%) 16 (100%)

教育、学習支援業

医療・福祉 24 (17%) 4 (3%) 6 (4%) 1 (1%) 4 (3%) 4 (3%) 5 (4%) 3 (2%) 1 (1%) 1 (1%) 3 (2%) 115 (83%) 139 (100%)

サービス業 28 (78%) 1 (3%) 3 (8%) 9 (25%) 3 (8%) 3 (8%) 4 (11%) 2 (6%) 25 (69%) 8 (22%) 36 (100%)

計 869 (51%) 113 (7%) 94 (6%) 326 (19%) 139 (8%) 224 (13%) 109 (6%) 158 (9%) 137 (8%) 126 (7%) 58 (3%) 826 (49%) 1,695 (100%)

計
実施していな

いその他

中古品・リサ
イクル製品等
の積極的な

販売

製品に使用す
る化学物質の
代替化や削

減、情報提供

製品の省エネ
ルギー化

使い捨て製
品から繰り返
し使える製品

への転換

簡易包装の推
進

実施している
製品への再
生資材の使

用

製品の手選
別・分別処
理の容易化

製品の軽量
化・コンパクト
化による原料

の削減

製品の耐久
性の向上、保
守の容易化

等による長期
使用の促進



 

 46 

(9)大規模災害発生時の BCP（事業継続計画）の作成等 

大規模災害発生時の BCP（事業継続計画）の作成等についてみると、「作成しておらず、災害

廃棄物に対するリスク管理についても定めていない」と回答した事業所が 72％で最も多く、次い

で、「作成しているが、災害廃棄物に対するリスク管理は定めていない」が 11％、「作成していな

いが、災害廃棄物に対するリスク管理は定めている」が 8％等となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-10 BCP（事業継続計画）の作成等 

 

表 6-9 BCP（事業継続計画）の作成等（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80%

その他

作成しておらず、災害廃棄物のリ

スク管理も定めていない

作成していないが、災害廃棄物

のリスク管理は定めている

作成しているが、災害廃棄物のリ

スク管理は定めていない

作成しており、災害廃棄物のリス

ク管理も定めている

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=1,677

鉱業 1 (4%) 1 (4%) 2 (7%) 23 (85%) 27 (100%)

建設業 37 (10%) 38 (10%) 28 (7%) 274 (71%) 9 (2%) 386 (100%)

製造業 49 (7%) 89 (12%) 69 (9%) 503 (69%) 18 (2%) 728 (100%)

電気・水道業 8 (13%) 25 (42%) 2 (3%) 25 (42%) 60 (100%)

情報通信業 1 (17%) 5 (83%) 6 (100%)

運輸業 8 (5%) 14 (9%) 10 (6%) 123 (79%) 1 (1%) 156 (100%)

卸・小売業 3 (3%) 7 (6%) 11 (10%) 83 (75%) 6 (5%) 110 (100%)

不動産業・物品賃貸業

学術研究・専門サービス業 2 (10%) 3 (14%) 1 (5%) 15 (71%) 21 (100%)

生活関連サービス業 2 (15%) 11 (85%) 13 (100%)

教育、学習支援業

医療・福祉 2 (1%) 15 (11%) 4 (3%) 107 (80%) 6 (4%) 134 (100%)

サービス業 1 (3%) 3 (8%) 32 (89%) 36 (100%)

計 111 (7%) 192 (11%) 133 (8%) 1,201 (72%) 40 (2%) 1,677 (100%)

計

BCPを作成して
おり、災害廃棄

物に対するリスク
管理についても
定めている。

BCPを作成して
いるが、災害廃
棄物に対するリ
スク管理は定め

ていない

BCPを作成して
いないが、災害
廃棄物に対する
リスク管理は定

めている。

BCPは作成して
おらず、災害廃
棄物に対するリ
スク管理につい
ても定めていな

い。

その他
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(10)循環型社会の形成のため、行政が取り組むべきこと 

循環型社会の形成のため、行政が取り組むべきこと（支援すべきこと）についてみると、「県や

市が関与する、公共の処理施設の整備促進」と回答した事業所が 43％で最も多く、次いで、「不

適正処理、不法投棄に対する、監視・指導体制の強化」が 32％、「市町村処理施設における産業

廃棄物の受入」が 31％等となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-11 循環型社会の形成のため、行政が取り組むべきこと（複数回答） 

 

表 6-10 循環型社会の形成のため、行政が取り組むべきこと（業種別、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

優良な廃棄物処理業者の支援と育成

環境ビジネスの振興

市町村処理施設における産業廃棄物の受入

効果的なごみ減量や分別排出の事例紹介

廃棄物の減量・リサイクル推進の仕組みづくり

県民に対する適正処理、循環型社会に関する啓発活動

排出事業者に対する講習会や研修会の拡充

技術開発・施設整備への補助・融資制度の拡充

県や市が関与する、公共の処理施設の整備促進

処理業者に関する、評価や行政処分等の情報公開

不適正処理、不法投棄に対する、監視・指導体制の強化

排出事業者責任の徹底を図るための、監視・指導体制の強化

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=1,647

鉱業 6 (22%) 8 (30%) 1 (4%) 15 (56%) 6 (22%) 5 (19%) 5 (19%)
建設業 51 (13%) 125 (33%) 54 (14%) 173 (45%) 75 (20%) 98 (26%) 57 (15%)
製造業 62 (9%) 195 (28%) 69 (10%) 312 (44%) 206 (29%) 110 (16%) 86 (12%)
電気・水道業 7 (13%) 25 (45%) 5 (9%) 15 (27%) 17 (30%) 12 (21%) 17 (30%)
情報通信業 1 (13%) 5 (63%) 2 (25%) 3 (38%) 1 (13%) 1 (13%)
運輸業 17 (11%) 57 (38%) 30 (20%) 64 (42%) 26 (17%) 28 (19%) 23 (15%)
卸・小売業 7 (6%) 49 (44%) 14 (13%) 41 (37%) 17 (15%) 18 (16%) 14 (13%)
不動産業・物品賃貸業
学術研究・専門サービス業 2 (8%) 5 (20%) 3 (12%) 13 (52%) 5 (20%) 3 (12%) 3 (12%)
生活関連サービス業 2 (13%) 2 (13%) 7 (47%) 3 (20%) 4 (27%) 2 (13%)
教育、学習支援業
医療・福祉 17 (13%) 48 (38%) 23 (18%) 51 (40%) 29 (23%) 16 (13%) 21 (16%)
サービス業 1 (3%) 4 (11%) 1 (3%) 18 (51%) 7 (20%) 9 (26%) 5 (14%)

計 171 (10%) 523 (32%) 204 (12%) 712 (43%) 392 (24%) 303 (18%) 234 (14%)

鉱業 7 (26%) 2 (7%) 5 (19%) 1 (4%) 6 (22%) 27 (100%)
建設業 111 (29%) 52 (14%) 112 (29%) 28 (7%) 71 (18%) 7 (2%) 384 (100%)
製造業 183 (26%) 135 (19%) 251 (36%) 50 (7%) 112 (16%) 12 (2%) 706 (100%)
電気・水道業 16 (29%) 6 (11%) 9 (16%) 4 (7%) 16 (29%) 56 (100%)
情報通信業 4 (50%) 1 (13%) 2 (25%) 2 (25%) 8 (100%)
運輸業 36 (24%) 24 (16%) 47 (31%) 7 (5%) 30 (20%) 151 (100%)
卸・小売業 34 (30%) 24 (21%) 32 (29%) 8 (7%) 24 (21%) 1 (1%) 112 (100%)
不動産業・物品賃貸業
学術研究・専門サービス業 10 (40%) 2 (8%) 6 (24%) 2 (8%) 6 (24%) 1 (4%) 25 (100%)
生活関連サービス業 6 (40%) 4 (27%) 3 (20%) 1 (7%) 3 (20%) 15 (100%)
教育、学習支援業
医療・福祉 39 (30%) 23 (18%) 29 (23%) 14 (11%) 25 (20%) 1 (1%) 128 (100%)
サービス業 11 (31%) 5 (14%) 16 (46%) 4 (11%) 2 (6%) 35 (100%)

計 457 (28%) 277 (17%) 511 (31%) 121 (7%) 297 (18%) 22 (1%) 1,647 (100%)

廃棄物の減量・リ
サイクル推進の
仕組みづくり

効果的なごみ減
量や分別排出の
事例紹介

市町村処理施設
における産業廃
棄物の受入

環境ビジネスの
振興

優良な廃棄物処
理業者の支援と
育成

その他 計

排出事業者責任
の徹底を図るた
めの、監視・指導
体制の強化

不適正処理、不
法投棄に対す
る、監視・指導体
制の強化

処理業者に関す
る、評価や行政
処分等の情報公
開

県や市が関与す
る、公共の処理
施設の整備促進

技術開発・施設
整備への補助・
融資制度の拡充

排出事業者に対
する講習会や研
修会の拡充

県民に対する適
正処理、循環型
社会に関する啓
発活動
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6.2 産業廃棄物処理業者の意識等調査結果 

 (1)産業廃棄物処理等における問題点 

産業廃棄物処理等における問題点についてみると、「特に問題はない」と回答した事業所が 36％

で最も多く、次いで、「産業廃棄物の分別が徹底されていない」が 34％、「産業廃棄物の受入量が

減少している」が 25％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-12 産業廃棄物処理等における問題点（複数回答） 

 

表 6-11 産業廃棄物処理等における問題点（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

特に問題はない

その他

用地を確保できない

地域住民の理解が得られない

再生品の利用先の確保が困難となっている

産業廃棄物の受入量が減少している

適正な料金を排出事業者から徴収できない

マニフェストの重要性が認識されていない

産業廃棄物の分別が徹底されていない

（複数回答可）

回答事業所数=152

（単位：回答事業所数の割合）

排出される産業廃棄物の分別が徹底されていない 51 (34%)

排出事業者に、マニフェストの重要性が認識されていない 30 (20%)

処理コストに見合う適正な料金を排出事業者から徴収できない 26 (17%)

産業廃棄物の受入量が減少している 38 (25%)

再生品の利用先の確保が困難となっている 33 (22%)

産業廃棄物の処理について、地域住民の理解が得られない 6 (4%)

施設の新増設を考えているが、用地を確保できない 5 (3%)

その他 9 (6%)

特に問題はない 54 (36%)

計 152 (100%)
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 (2)本県の廃棄物に関する主な取り組み 

本県の廃棄物に関する取り組みについて知っているものについてみると、「産業廃棄物排出事業

者説明会」と回答した事業所が 95％で最も多く、次いで、「産業廃棄物処理業者の格付け制度」

が 90％、「産業廃棄物実績報告書の取りまとめ」が 85％等となっている。 

40 ページの排出事業者の結果と比較すると、全体的に知っている割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-13 本県の廃棄物に関する取り組みについて知っているもの（複数回答） 

 

表 6-12 本県の廃棄物に関する取り組みについて知っているもの（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

準多量排出事業者の産業廃棄物処理計画策定制度

産業廃棄物実績報告書の取りまとめ

産業廃棄物排出事業者説明会

産業廃棄物処理業者の格付け制度

エコショップ認定制度

産業・地域ゼロエミッション推進事業

岩手県再生資源利用認定製品認定制度

（複数回答） （単位：回答事業所数の割合）（複数回答）

回答事業所数=151

岩手県再生資源利用認定製品認定制度 85 (56%)

産業・地域ゼロエミッション推進事業 87 (58%)

エコショップ認定制度（エコショップの認定及び公表） 45 (30%)

産業廃棄物処理業者の格付け制度 136 (90%)

産業廃棄物排出事業者説明会 143 (95%)

産業廃棄物実績報告書の取りまとめ（産業廃棄物の処理状況等についての推計） 129 (85%)

条例に基づく準多量排出事業者の産業廃棄物処理計画策定制度 71 (47%)

計 151 (100%)
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(3)中国への資源ごみ輸入禁止の影響 

中国への資源ごみ輸入禁止の影響についてみると、「影響していない」と回答した事業所が 27％

で最も多く、次いで、「影響しており、処理費用等のコストが上昇して困っている」が 13％、「影

響しており、廃棄物資源の処理先・販売先のルートが無くなり困っている」が 6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「その他」と回答した 83 事業所のうち、76％にあたる 63 事業所については、廃プラスチック

等の資源ごみの取扱いがない事業所である。 

図 6-14 排出抑制・リサイクル等に対する取り組み 

 

表 6-13 排出抑制・リサイクル等に対する取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80%

その他

影響していない

影響しており、廃棄物資源処理先が無くなっている

影響しており、処理費用等のコストが上昇している

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=152

影響しており、処理費用等のコストが上昇して困っている 19 (13%)

影響しており、廃棄物資源の処理先・販売先のルートが無くなり困っている 9 (6%)

影響していない。国内での処理や中国以外への輸出が進んでいると思われる 41 (27%)

その他 83 (55%)

計 152 (100%)
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(4)環境マネジメントシステムの導入 

環境マネジメントシステムの導入についてみると、「導入していない」と回答した事業所が 64％

となっている。環境マネジメントシステムの導入している事業所では、「ISO14001 を取得してい

る」と回答した事業所が多くなっている。 

42 ページの排出事業者の結果と比較すると、環境マネジメントシステムを導入している割合が

高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-15 環境マネジメントシステムの導入 

 

表 6-14 環境マネジメントシステムの導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80%

独自に取組を進めている

その他の認証システムを取得している

エコアクション21を取得している

ISO14001を取得している

導入していない

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=154

導入していない 99 (64%)

導入している：ISO14001を取得している 26 (17%)

導入している：エコアクション21を取得している 20 (13%)

導入している：その他の認証システムを取得している 5 (3%)

導入している：独自に取組を進めている 4 (3%)

計 154 (100%)
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(5)環境報告書の作成等 

環境報告書の作成等についてみると、「作成していない」と回答した事業所が 60％となってい

る。「環境報告書を作成・公表している」が 18％、「環境報告書の作成を検討している」が 15％

となっている。 

43 ページの排出事業者の結果と比較すると、環境報告書を作成等している割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-16 環境報告書の作成等 

 

表 6-15 環境報告書の作成等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

作成していない

作成を検討している

作成しているが公表していない

作成・公表している

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=152

環境報告書を作成・公表している 27 (18%)

環境報告書を作成しているが公表していない 11 (7%)

環境報告書の作成を検討している 23 (15%)

作成していない 91 (60%)

計 152 (100%)
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(6)グリーン購入の実施等 

グリーン購入の実施等についてみると、「検討していない」と回答した事業所が 40％で最も多

く、次いで、「実施に向けて検討している」が 23％、「事業所内の一部（事業所等）で実施してい

る」が 21％、「事業所全体で実施している」が 17％、となっている。 

44 ページの排出事業者の結果と比較すると、実施している又は検討している割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-17 グリーン購入の実施等 

 

表 6-16 グリーン購入の実施等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 10% 20% 30% 40%

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=149

事業所全体で実施している

事業所内の一部（事務所等）で実施している

実施に向けて検討している

検討していない

事業所全体で実施している 24 (16%)

事業所内の一部（事務所等）で実施している 32 (21%)

実施に向けて検討している 34 (23%)

検討していない 59 (40%)

計 149 (100%)
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(7) 大規模災害発生時の BCP（事業継続計画）の作成等 

大規模災害発生時の BCP（事業継続計画）の作成等についてみると、「作成しておらず、災害

廃棄物に対するリスク管理についても定めていない」と回答した事業所が 67％で最も多く、次い

で、「作成しているが、災害廃棄物に対するリスク管理は定めている」が 20％、「作成しており、

災害廃棄物に対するリスク管理も定めている」が 6％等となっている。 

46 ページの排出事業者の結果と比較すると、「作成していないが、災害廃棄物に対するリスク

管理は定めている」と回答した事業所の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-18 BCP（事業継続計画）の作成等 

 

表 6-17 BCP（事業継続計画）の作成等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80%

その他

作成しておらず、災害廃棄物に対するリスク

管理も定めていない

作成していないが、災害廃棄物に対するリ

スク管理は定めている

作成しているが、災害廃棄物に対するリスク

管理は定めていない

作成しており、災害廃棄物に対するリスク管

理も定めている

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=152

作成しており、災害廃棄物に対するリスク管理も定めている 9 (6%)

作成しているが、災害廃棄物に対するリスク管理は定めていない 7 (5%)

作成していないが、災害廃棄物に対するリスク管理は定めている 30 (20%)

作成しておらず、災害廃棄物に対するリスク管理も定めていない 102 (67%)

その他 4 (3%)

計 152 (100%)
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(8) 大規模災害発生時の廃棄物処理に対する協力体制 

大規模災害発生時の廃棄物処理についてみると、「協力体制は構築していないが、要請があれば

対応する」と回答した事業所が 65％で最も多く、次いで、「協力体制の構築が困難である（人員・

機材等に余裕がない）」が 17％、「人員・機材の提供を決めており、協力体制を構築している」が

14％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-19 大規模災害時の廃棄物処理に対する協力体制  

 

表 6-18 大規模災害時の廃棄物処理に対する協力体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80%

その他

協力体制の構築が困難である

協力体制は構築していないが、要請があれば対応する

協力体制を構築している

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=154

災害廃棄物処理に関わる人員・機材の提供を決めており、協力体制を構築している 22 (14%)

協力体制は構築していないが、要請があれば対応する 100 (65%)

協力体制の構築が困難である（人員・機材等に余裕がない） 26 (17%)

その他 6 (4%)

計 154 (100%)
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(9)循環型社会の形成のため、行政が取り組むべきこと 

循環型社会の形成のため、行政が取り組むべきこと（支援すべきこと）についてみると、「県や

市が関与する、公共の処理施設の整備促進」と回答した事業所が 38％で最も多く、次いで、「排

出事業者に対する講習会や研修会の拡充」が 36％、「技術開発・施設整備への補助・融資制度の

拡充」が 36％等となっている。 

47 ページの排出事業者の結果では、「県や市が関与する、公共の処理施設の整備促進」と回答

した事業所が 43％で最も多く、次いで、「不適正処理、不法投棄に対する、監視・指導体制の強

化」、「市町村処理施設における産業廃棄物の受入」が 32％等となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-20 循環型社会の形成のため、行政が取り組むべきこと（複数回答） 

 

表 6-19 循環型社会の形成のため、行政が取り組むべきこと（業種別、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40%

その他

優良な廃棄物処理業者の支援と育成

環境ビジネスの振興

市町村処理施設における産業廃棄物の受入

効果的なごみ減量や分別排出の事例紹介

廃棄物の減量・リサイクル推進の仕組みづくり

県民に対する適正処理、循環型社会に関する啓発活動

排出事業者に対する講習会や研修会の拡充

技術開発・施設整備への補助・融資制度の拡充

県や市が関与する、公共の処理施設の整備促進

処理業者に関する、評価や行政処分等の情報公開

不適正処理、不法投棄に対する、監視・指導体制の強化

排出事業者責任の徹底を図るための、監視・指導体制の強化

（単位：回答事業所数の割合）

回答事業所数=149

排出事業者責任の徹底を図るための、監視・指導体制の強化 43 (29%)

不適正処理、不法投棄に対する、監視・指導体制の強化 40 (27%)

処理業者に関する、評価や行政処分等の情報公開 5 (3%)

県や市が関与する、公共の処理施設の整備促進 57 (38%)

技術開発・施設整備への補助・融資制度の拡充 53 (36%)

排出事業者に対する講習会や研修会の拡充 53 (36%)

県民に対する適正処理、循環型社会に関する啓発活動 30 (20%)

廃棄物の減量・リサイクル推進の仕組みづくり 29 (19%)

効果的なごみ減量や分別排出の事例紹介 14 (9%)

市町村処理施設における産業廃棄物の受入 34 (23%)

環境ビジネスの振興 11 (7%)

優良な廃棄物処理業者の支援と育成 31 (21%)

その他 8 (5%)

計 149 (100%)
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第７章 産業廃棄物の将来予測 

 

7.1 経済指標等と産業廃棄物排出量の推移 

廃棄物の将来予測は、廃棄物と相関のある経済指標等をトレンドで将来予測し、その伸び率に比

例して廃棄物量も推移するとして推計するのが一般的である。 

 

表 7.1 廃棄物と相関のある経済指標等 

経済指標等 対象業種 備考 

県内総生産 

（県民経済計算） 
全業種 

・平成 29 年度実績は平成 31 年 3 月時点で公表されてい

ない。 

製造品出荷額 

（工業統計調査） 
製造業 

元請完成工事高 

（建設工事施工統計調査） 
建設業 

下水道人口 下水道業  

 

経済指標等と産業廃棄物排出量の推移を整理した結果を示す。図は、平成 24 年度を 100 とした

場合の推移を示している。 

 

(1)建設業 

元請完成工事高と県内総生産は、平成 24 年以降増加傾向にあり、東日本大震災の復興工事が影

響している。元請完成工事高は増加を続けているが、県内総生産は平成 26 年度をピークに減少傾

向にある。 

排出量は、平成 25 年度をピークに減少している。東日本大震災の復興工事は続いているが、産

業廃棄物が大量に発生する解体工事等は減少しているためと推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1 経済指標等と産業廃棄物排出量の推移（建設業） 
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 58 

(2)製造業 

製造品出荷額等は、平成 26 年度まで微減していたが、それ以降は増加している。県内総生産は、

平成 26 年度まで増加していたが、平成 27 年度に減少した後は再び増加している。 

排出量は、年度によって増減しているが、平成 24 年度よりも増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2 経済指標等と産業廃棄物排出量の推移（製造業） 

 

(3)電気・水道業（下水道業） 

電気・水道業の排出量の大部分を占める下水道業についてみると、下水道人口は増加している。

排出量も増加しており、下水道人口とほぼ同じ増加率となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3 経済指標等と産業廃棄物排出量の推移（電気・水道業） 
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7.2 産業廃棄物の将来見込み 

 

日本は、本格的な人口減少社会へ移行しており、岩手県も同様である。今後の産業廃棄物排出量

も人口減少の影響を受けると考えられるため、産業廃棄物の将来予測は経済指標だけではなく将来

人口も考慮して推計した。 

 

(1)将来人口 

国立社会保障・人口問題研究所が推計した岩手県の将来人口は、平成 27 年（2015 年）から平成

42 年（2030 年）までの 15 年間で、14.3%減少となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：2018 年までの人口は「岩手県人口移動報告年報」、2020 年以降の人口は、国立社会 

保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」 

図 7.4 人口の推移と将来人口 

 

そのため、人口と密接な関係にある業種については、人口減少と比例して排出量も減少するとし

て予測した。 

人口と密接な関係にない業種については、各種経済指標等を将来推計し、推測した経済指標の増

減率で産業廃棄物量も推移するとした。 

なお、予測は、発生原単位及び処理形態を将来にわたり一定であると仮定した推計である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

900 

1,000 

1,100 

1,200 

1,300 

1,400 

2013
(H25)

2014
(H26)

2015
(H27)

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

2020
(H32)

2025
(H37)

2030
(H42)

（千人）



 

 60 

(2)産業廃棄物の将来見込み 

 

排出量等の将来見込みについては、業種別に次に示す方法で推計した。 

 

表 7.2 業種別の予測方法等 

業種 使用データ等 

建設業 廃棄物量 ・建設業は、今後も徐々に排出量が減少し、震災前の水準に

戻るとして予測した（東日本大震災以前の排出量は、H19

～H21 の平均で 994 千トン）。 

・H25～H29 の排出量を対数回帰式で予測し、震災前の水準

となった H35 以降は一定とした。 

製造業 製造品出荷額 ・製造業を 3 つの型（基礎素材型、加工組立型、生活関連・

その他型）にわけ、H24～H28 の製造品出荷額等を対数式

で予測し、その増減率で排出量等も推移するものとした。 

・ただし、加工組立型産業は、製造品出荷額の増減が大きく

回帰式による予測が適さないため、現状のまま推移する予

測値とした。 

電気業 廃棄物量 ・電気業の排出量は H29 で 5 千トンと多くないが、2020 年

（H32 年）にバイオマス火力発電所が供給開始予定であ

り、新たにばいじんや燃え殻が発生する。将来発生する見

込みのばいじんと燃え殻の量を H29 の排出量に加えて予

測値とした。 

水道業 --- ・上水道業は、人口減少の影響を受けると考えられるが、産

業需要の影響もあるため、現状のまま推移するとした。 

・下水道業は、今後も下水道普及率が増加すると考えらえら

れるが、人口減少や産業用需要の影響もあるため、現状の

まま推移するとした。 

その他の業種 人口 ・国立社会保障・人口問題研究所の将来人口を基に計算した

人口減少率で排出量等も推移するものとした。 
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 (1)全体の排出量 

予測結果についてみると、排出量は、平成29年(2017年)の2,688千トンに対して、平成35年(2023

年)で 2,376 千トンと減少傾向、その後、ほぼ横這いで推移し、平成 40 年(2028 年)で 2,386 千トン

となっている。 

業種別にみると、電気・水道業と製造業がほぼ横這い、建設業が平成 35 年(2023 年)まで減少傾

向で推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.5 業種別排出量の将来見込み 

 

種類別にみると、汚泥がほぼ横這い、がれき類が平成 35 年(2023 年)まで減少傾向となっている。

汚泥は、下水道普及率の増加により下水道汚泥の排出量の増加が考えられるものの、人口減少の影

響もあり、ほぼ横這いで推移する見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.6 種類別排出量の将来見込み 
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 (2)全体の処理量 

処理量の将来予測は、現状の業種別、種類別の排出量に対する処理方法等の割合が将来も一定で

あると仮定し算出した。 

排出量の減少に伴い再生利用化量、減量化量、最終処分量は平成 35 年(2023 年)まで減少傾向、

その後、ほぼ横這いで推移する見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.7 処理量の将来見込み 
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参考資料（業種別の廃棄物フロー図） 

 

１．農業，林業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

51 27
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

27
(52.7%)

(C) (D) (E) (I)

51
(100%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

51
(100.0%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

51 51
(100.0%) (100.0%)

県内 32
県外 19

(G3)自己未処理委託処理量51)

(L) (M) (M1)

47 28 (Z3) 27
(92.4%) (55.3%) 保管量 (52.7%)

県内 28 (N) (M2)

県外 19

19 1
(37.1%) (2.6%)

(T) (O) (P) (Q)

19 4 5
(37.1%) (7.6%) (10.2%)

県内 4 県内 4
県外 県外 1

最 終処 分量

5
(10.2%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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２．漁業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

0 0
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

0
(2.6%)

(C) (D) (E) (I)

0
(100%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

0
(100.0%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

0 0
(100.0%) (100.0%)

県内 0
県外

(L) (M) (M1)

0 0 (Z3) 0
(21.7%) (6.4%) 保管量 (2.6%)

県内 0 (N) (M2)

県外

0 0
(15.3%) (3.8%)

(T) (O) (P) (Q)

0 0 0
(15.3%) (78.3%) (82.1%)

県内 0 県内 0
県外 県外 0

最 終処 分量

0
(82.1%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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３．鉱業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

48 3 17
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

14 14
(31.4%) (31.7%)

(C) (D) (E) (I)

45 45 14
(100%) (99.6%) (31.5%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

31 0
(68.2%) (0.4%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

0 0
(0.4%) (0.4%)

県内 0
県外 0

(L) (M) (M1)

0 0 (Z3) 0
(0.4%) (0.3%) 保管量 (0.3%)

県内 0 (N) (M2)

県外 0

0 0
(0.1%) (0.0%)

(T) (O) (P) (Q)

31 0
(68.2%) (0.0%)

県内 県内 0
県外 県外 0

最 終処 分量

0
(0.0%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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４．建設業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

13,549 12,457
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

1,341 12,457
(9.9%) (91.9%)

(C) (D) (E) 24 (I)

(0.2%)

13,549 1,517 1,489 5
(100%) (11.2%) (11.0%) (Z2) (0.0%)

保管量 県内 5
(F) (H) 県外

29 12,155
(0.2%) (89.7%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

12,032 12,151
(88.8%) (89.7%)

県内 12,069
(G2)自己未処理自己最終処分量(4) 県外 81
(G3)自己未処理委託処理量12,004)

(L) (M) (M1)

11,774 11,226 (Z3) 11,092
(86.9%) (82.9%) 保管量 (81.9%)

県内 11,694 (N) (M2)

県外 80

548 134
(4.0%) (1.0%)

(T) (O) (P) (Q)

576 376 515
(4.3%) (2.8%) (3.8%)

県内 375 県内 511
県外 1 県外 4

最 終処 分量

510
(3.8%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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５．製造業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

6,874 1,363 4,576
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

169 3,213
(3.1%) (58.3%)

(C) (D) (E) 510 (I)

(9.3%)

5,511 2,500 540 5
(100%) (45.4%) (9.8%) (Z2) (0.1%)

保管量 県内 5
(F) (H) 県外

1,960 2,871
(35.6%) (52.1%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

3,011 2,866
(54.6%) (52.0%)

県内 2,167
(G2)自己未処理自己最終処分量(5) 県外 699
(G3)自己未処理委託処理量2,495)

(L) (M) (M1)

2,787 2,555 (Z3) 2,534
(50.6%) (46.4%) 保管量 (46.0%)

県内 2,101 (N) (M2)

県外 686

232 21
(4.2%) (0.4%)

(T) (O) (P) (Q)

2,192 79 106
(39.8%) (1.4%) (1.9%)

県内 66 県内 102
県外 13 県外 3

最 終処 分量

100
(1.8%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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６．電気・ガス・水道業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

6,854 181
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

4 181
(0.1%) (2.6%)

(C) (D) (E) (I)

6,854 6,861 196
(100%) (100.1%) (2.9%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

6,665 185
(97.2%) (2.7%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

185
(2.7%)

県内 173
県外 13

(L) (M) (M1)

185 178 (Z3) 177
(2.7%) (2.6%) 保管量 (2.6%)

県内 172 (N) (M2)

県外 13

7 1
(0.1%) (0.0%)

(T) (O) (P) (Q)

6,672 1 1
(97.3%) (0.0%) (0.0%)

県内 1 県内 1
県外 県外 0

最 終処 分量

1
(0.0%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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７．情報通信業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

2 0
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

0
(12.3%)

(C) (D) (E) (I)

2
(100%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

2
(100.0%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

2 2
(100.0%) (100.0%)

県内 0
県外 2

(G3)自己未処理委託処理量2)

(L) (M) (M1)

2 0 (Z3) 0
(100.0%) (15.0%) 保管量 (12.3%)

県内 0 (N) (M2)

県外 2

2 0
(85.0%) (2.7%)

(T) (O) (P) (Q)

2 0 0
(85.0%) (0.0%) (2.7%)

県内 0 県内 0
県外 県外 0

最 終処 分量

0
(2.7%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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８．運輸業，郵便業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

27 2 19
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

0 17
(0.1%) (67.6%)

(C) (D) (E) 0 (I)

(0.0%)

24 0 0
(100%) (0.3%) (0.3%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

0 24
(0.0%) (99.8%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

24 24
(99.7%) (99.8%)

県内 14
県外 10

(G3)自己未処理委託処理量24)

(L) (M) (M1)

24 18 (Z3) 17
(97.1%) (72.7%) 保管量 (67.4%)

県内 14 (N) (M2)

県外 10

6 1
(24.4%) (5.3%)

(T) (O) (P) (Q)

6 1 2
(24.4%) (2.7%) (8.0%)

県内 1 県内 2
県外 県外 0

最 終処 分量

2
(8.0%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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９．卸売業，小売業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

87 3 75
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

0 72
(0.0%) (86.4%)

(C) (D) (E) 24 (I)

(28.8%)

83 1 0
(100%) (1.1%) (0.0%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

1 58
(1.1%) (70.1%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

82 58
(98.9%) (70.1%)

県内 49
県外 9

(G3)自己未処理委託処理量58)

(L) (M) (M1)

57 50 (Z3) 48
(68.7%) (60.5%) 保管量 (57.6%)

県内 48 (N) (M2)

県外 9

7 2
(8.2%) (2.9%)

(T) (O) (P) (Q)

8 1 4
(9.3%) (1.4%) (4.3%)

県内 1 県内 3
県外 0 県外 0

最 終処 分量

4
(4.3%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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10．金融業，保険業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

12 6
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

6
(48.0%)

(C) (D) (E) (I)

12
(100%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

12
(100.0%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

12 12
(100.0%) (100.0%)

県内 11
県外 1

(G3)自己未処理委託処理量12)

(L) (M) (M1)

11 6 (Z3) 6
(97.9%) (50.8%) 保管量 (48.0%)

県内 11 (N) (M2)

県外 1

5 0
(47.2%) (2.7%)

(T) (O) (P) (Q)

5 0 1
(47.2%) (2.1%) (4.8%)

県内 0 県内 1
県外 0 県外 0

最 終処 分量

1
(4.8%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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11．不動産業，賃貸業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

2 1
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

1
(39.0%)

(C) (D) (E) (I)

2
(100%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

2
(100.0%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

2 2
(100.0%) (100.0%)

県内 2
県外 0

(G3)自己未処理委託処理量2)

(L) (M) (M1)

2 1 (Z3) 1
(97.2%) (55.0%) 保管量 (39.0%)

県内 2 (N) (M2)

県外 0

1 0
(42.2%) (16.0%)

(T) (O) (P) (Q)

1 0 0
(42.2%) (2.8%) (18.8%)

県内 0 県内 0
県外 県外 0

最 終処 分量

0
(18.8%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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12．専門サービス業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

1 0 0
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

0
(45.1%)

(C) (D) (E) (I)

1
(100%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

1
(100.0%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

1 1
(100.0%) (100.0%)

県内 1
県外 0

(L) (M) (M1)

1 0 (Z3) 0
(99.7%) (57.1%) 保管量 (45.1%)

県内 1 (N) (M2)

県外 0

0 0
(42.6%) (12.1%)

(T) (O) (P) (Q)

0 0 0
(42.6%) (0.3%) (12.3%)

県内 0 県内 0
県外 県外 0

最 終処 分量

0
(12.3%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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13．宿泊業，飲食業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

5 2
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

2
(42.6%)

(C) (D) (E) (I)

5
(100%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

5
(100.0%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

5 5
(100.0%) (100.0%)

県内 5
県外 1

(G3)自己未処理委託処理量5)

(L) (M) (M1)

5 3 (Z3) 2
(95.8%) (52.9%) 保管量 (42.6%)

県内 5 (N) (M2)

県外 1

2 1
(42.9%) (10.3%)

(T) (O) (P) (Q)

2 0 1
(42.9%) (4.2%) (14.4%)

県内 0 県内 1
県外 県外 0

最 終処 分量

1
(14.4%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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14．生活サービス業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

6 2
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

2
(29.5%)

(C) (D) (E) (I)

6 4 1
(100%) (67.2%) (11.2%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

3 3
(56.0%) (44.0%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

2 3
(32.8%) (44.0%)

県内 2
県外 0

(G3)自己未処理委託処理量2)

(L) (M) (M1)

2 2 (Z3) 2
(43.0%) (31.7%) 保管量 (29.5%)

県内 2 (N) (M2)

県外 0

1 0
(11.3%) (2.2%)

(T) (O) (P) (Q)

4 0 0
(67.3%) (1.0%) (3.1%)

県内 0 県内 0
県外 県外 0

最 終処 分量

0
(3.1%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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15．教育，学習支援業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

6 3
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

3
(42.5%)

(C) (D) (E) (I)

6
(100%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

6
(100.0%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

6 6
(100.0%) (100.0%)

県内 5
県外 1

(G3)自己未処理委託処理量6)

(L) (M) (M1)

6 3 (Z3) 3
(96.8%) (47.6%) 保管量 (42.5%)

県内 5 (N) (M2)

県外 1

3 0
(49.2%) (5.1%)

(T) (O) (P) (Q)

3 0 1
(49.2%) (3.2%) (8.3%)

県内 0 県内 0
県外 県外 0

最 終処 分量

1
(8.3%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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16．医療，福祉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

71 12
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

12
(16.6%)

(C) (D) (E) (I)

71 2 0
(100%) (3.1%) (0.2%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

2 69
(2.9%) (97.1%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

69 69
(96.9%) (97.1%)

県内 48
県外 21

(G3)自己未処理委託処理量69)

(L) (M) (M1)

69 18 (Z3) 12
(96.7%) (25.3%) 保管量 (16.6%)

県内 48 (N) (M2)

県外 21

51 6
(71.4%) (8.7%)

(T) (O) (P) (Q)

53 0 6
(74.3%) (0.4%) (9.1%)

県内 0 県内 6
県外 県外 1

最 終処 分量

6
(9.1%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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17．複合サービス業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

6 5
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

5
(92.9%)

(C) (D) (E) (I)

6
(100%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

6
(100.0%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

6 6
(100.0%) (100.0%)

県内 6
県外 0

(G3)自己未処理委託処理量6)

(L) (M) (M1)

6 5 (Z3) 5
(100.0%) (93.0%) 保管量 (92.9%)

県内 6 (N) (M2)

県外 0

0 0
(7.0%) (0.0%)

(T) (O) (P) (Q)

0 0
(7.0%) (0.0%)

県内 県内 0
県外 県外 0

最 終処 分量

0
(0.0%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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18．サービス業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

641 1 361
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

0 360
(0.0%) (56.2%)

(C) (D) (E) 0 (I)

(0.0%)

640 103 102
(100%) (16.1%) (16.0%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

0 639
(0.1%) (99.9%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

537 639
(83.9%) (99.9%)

県内 475
県外 165

(G3)自己未処理委託処理量537)

(L) (M) (M1)

553 417 (Z3) 360
(86.4%) (65.1%) 保管量 (56.2%)

県内 389 (N) (M2)

県外 164

136 57
(21.3%) (8.9%)

(T) (O) (P) (Q)

137 86 144
(21.3%) (13.5%) (22.4%)

県内 86 県内 143
県外 1 県外 1

最 終処 分量

144
(22.4%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。
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19．公務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (S)

(単位：百t/年）

8 3
※参考 ※参考 (E1) (R) ※参考

(Z1)

(G1)

3
(40.7%)

(C) (D) (E) (I)

8
(100%) (Z2)

保管量 県内

(F) (H) 県外

8
(100.0%)

(G) (うち汚泥脱水減量:0) (K)

  

8 8
(100.0%) (100.0%)

県内 8
県外 0

(G3)自己未処理委託処理量8)

(L) (M) (M1)

8 3 (Z3) 3
(99.8%) (41.9%) 保管量 (40.7%)

県内 8 (N) (M2)

県外 0

5 0
(57.9%) (1.2%)

(T) (O) (P) (Q)

5 0 0
(57.9%) (0.2%) (1.4%)

県内 0 県内 0
県外 県外 0

最 終処 分量

0
(1.4%)

委託中間処
理量

委託中間処
理後量

委託中間処
理後再生利
用量

委託減量化
量

委託中間処
理後最終処
分量

減量化量
委託直接最
終処分量

自己減量化
量

搬　出　量

自己未処理
量

委託処理量

委託最終処
分量

自己最終処
分量

発生量 有償物量 資源化量

自己中間処
理後再生利
用量

再生利用量
保管量

自己未処理
自己再生利
用量

排出量
自己中間処
理量

自己中間処
理後量

注）上記の数値は、流れ図の各処理項目のうち自己未

処理量（Ｇ）を経由した内訳を表している。


